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兵庫国際交流会館の管理・運営等業務 民間競争入札実施要項（案） 

１．趣旨 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号。以下、「法」という。）に

基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる利益を享受する国民の立場

に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行い、その実施について、透明かつ公正な競争の

下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させることにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サー

ビスを実現することを目指すものである。 

上記を踏まえ、独立行政法人日本学生支援機構理事長は、公共サービス改革基本方針（平成 30 年７月

10 日閣議決定）別表において民間競争入札の対象とされた「兵庫国際交流会館の管理・運営等業務(以下

「本業務」という。)」について、公共サービス改革基本方針に従って、民間競争入札実施要項（以下「実

施要項」という。）を定めるものとする。 

２．本業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき質に関する事項 

（１）本業務の対象施設の概要

独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」という。）が設置及び運営する兵庫国際交流会館（以

下「会館」という。）は、外国人留学生に対して生活及び居住の場を提供することにより、勉学その他

学生生活を支援するとともに在館留学生相互の交流及びその他の学生と、地域住民、ボランティア等と

の交流事業を実施することによって、学生、地域住民等の国際理解の発展、相互交流に資することを目

的として設置された。 

会館の在り方については、平成 22 年４月の行政刷新会議による事業仕分けにおいては、現在の入居者

に配慮しつつ事業を廃止することとされたが、平成 25 年 12 月に閣議決定された「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」において、留学生交流の場としての活用も含め、経済性を勘案しつつ総合的に

処理方針を検討することとされたことを踏まえて検討を行ってきた結果、機構が引き続き保有し、収支

改善を図りつつ、国として整備すべき国際交流の拠点として活用することとされた。 

名 称 

所 在 地 

竣 工 年 

兵庫国際交流会館 

兵庫県神戸市中央区脇浜町 1-2-8 

平成 11 年 

敷地面積 4,123.59 ㎡（すべて兵庫県からの借地） 

延床面積 10,371.89 ㎡（機構持分 100％） 

構    造 管理棟：RC 造地上 4階建 

単身棟：SRC 造地上 9階建 

夫婦棟：SRC 造地上 9階建 

構成施設 
会館部分 

共用部分 
多目的ホール、ラウンジ、談話室、会議室、研修室、学習室、

美術室、音楽室、食事室、調理室、洗濯室、トレーニング室、

和室、ＥＶ、駐輪場、トランクルーム 

居室部分 
単身用：160 室（18.0 ㎡／室）（身障者用居室を含む） 

夫婦用： 38 室（40.5 ㎡／室） 

事務所部分（会館事務室、一般社団法人大学コンソーシアムひょうご神戸） 

※別紙４業務仕様書別添４－22「兵庫国際交流会館パンフレット」参照 
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（２）本業務の実施方針 

本業務の実施においては、施設の警備、清掃等の保守管理の効率的、効果的な運営に留まらず、会

館に入居する外国人留学生の生活支援、同窓会組織の構築、国際交流を推進する拠点としての活用と

いった会館の設置目的を十分理解した上で、民間事業者の創意、工夫を発揮して実施するものとする。 

（参考）別紙４業務仕様書別添１「兵庫国際交流会館規程」 

 （会館の目的） 

第３条  会館は，国際交流の拠点として，国内外の優秀な学生及び研究者（第 19 条第１項を除

き，以下「学生等」という。）に対して生活及び居住の場を提供することによりその勉学その他

学生生活及び研究活動を支援するとともに，様々な交流事業の積極的な展開によって居住者相

互や外部の優秀な学生等との交流を促進することを目的とする。 

（３）本業務の内容等 

   ①本業務の内容 

民間事業者は下表の業務を実施することとする。 

        ア．勤務体制 

         民間事業者は、本業務を実現できるもっとも効率的な体制を構築し、適切な人員を配置するこ

と。なお、配置する業務従事者は、民間事業者が雇用する者とし、次のとおり業務を行うもの

とする。 

       a.勤務時間：午前９時 00 分～午後５時 45分には、業務従事者（清掃業務及び警備業務を除く。）

を少なくとも１名配置すること。 

               ※参考  平成 28年度から平成 30年度の勤務体制（清掃業務及び警備業務を除く。） 

                          ･･･平日  午前９時 00分～午後６時 00 分  ４名 

                          ･･･土・日曜日、祝日  午前９時 00 分～午後６時 00分  ２名 

       b.勤 務 日：毎日（12 月 29 日～１月３日を除く。） 

ただし、清掃業務及び警備業務については、それぞれ別紙４業務仕様書別添４－

44 及び別紙４業務仕様書別添４－50 によるものとする。 

           c.休暇等 

           休暇、昼休み及び休憩時間は配置人員の間で調整し、a、bの期間中は常時入居者等への対応

が可能な勤務体制とすること。ただし、配置人員の休暇または病気等の事由により１名の勤

務体制になる日にあたっては、この限りではない。 

           休暇を取得する場合は、業務に支障がないように留意するものとする。 

            d.業務従事者に求める要件 

              a、b の期間中には、英語力を有する者を少なくとも１名配置すること。 

外国人を配置する場合は日本語能力試験Ｎ１合格又は同等の日本語力を有する者を配置する

こととする。 

英語力を有する者の要件としては、TOEFL-iBT 79 点以上、TOEFL-PBT 550 点以上、TOEIC 730

点以上又は IELTS（アカデミック・モジュール）6.0 以上である者か英語を母語（教育言語が

英語の中等・高等教育機関に４年以上在籍した者を含む。）とするものとする。 

なお、入居者とのコミュニケーション円滑化を図るため、入居者の出身国・地域のうち入居

割合の高い国の母語を話す者の配置も望ましく、提案により配置することができる。 

           e. その他 

2



              機構が主催する国際交流事業等の実施のため、通常の勤務体制に加え、機構が参加協力を求

めることがある。 

※参考 平成 28 年度及び平成 29 年度の機構主催事業への参加協力 

･･･年３回、各１名の増員（土・日曜日のみ） 
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イ．業務内容

※下表内の別添及び別添様式とは別紙４業務仕様書の別添及び別添様式を示す

業務

分類 
業務内容 業務細目 作業時期・頻度・条件等 

Ⅰ
 

入
居
者
受
入
れ
・
管
理
・
厚
生
補
導
業
務

①入居者の募集・選考

及び入居許可（推薦方

式）

 

 

 

 

①募集

・通学、通勤可能な関係大学等に募集要項等申

請書類を機構から提供されるメーリングリス

トを利用してメール送付・関係大学等及び入

居希望者からの問い合わせ及び見学希望への

対応

・申請書類（電子データ含む）を受付、記載内

容を確認。申請書又は添付書類に不備がある

場合、不備の解消

②選考

・申請書で入居資格を確認し入居可否の決定

・日本人入居者に対する面接

③通知

・選考結果を所属大学にメールで通知。入居許

可証の作成、入居日に入居者へ手交

④報告

・選考結果を機構に報告

 

 

 

①募集要項の送付：年 1 回（12

月）

・募集要項及び申請書類は機構が

作成する 

別添 4-3、4-4、4-5「入居者募

集要項（推薦方式）」 

・関係大学等メーリングリストは

機構が支給、民間事業者はこれ

を随時更新のこと・空室発生時

は別途臨時募集を随時行う（平

成 30 年度実績：5 月、6 月、7

月及び平成 29年度実績から11

月、1月も実施を見込む） 

②③④は、実施期間中、原則月 2

回

・ただし、平成 30 年度中の平成

31 年度入居予定者の募集、選

考、通知は機構が実施、日本人

学生の面接は現在の事業者も

同席

・申請書類の写しを電子データで

機構に提出する。 

【特記事項】 

（参考）居室の提供方式について 

＜推薦方式＞ 大学等から推薦を受けた学生等に対し、民間事業者が居室を貸出す方式 

＜配分方式＞ 大学等への意向調査を基に予め大学等に居室を配分し、配分された居室数に応じて大学等か

ら推薦を受けた学生等に対し、民間事業者が居室を貸出す方式 

※推薦方式及び配分方式のいずれにおいても、入居者の入居許可及び入居期間延長許可は民間事業者が行う。

また、入居者は機構が定める使用料（館費等）を民間事業者へ支払うことになる。
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業務

分類 
業務内容 業務細目 作業時期・頻度・条件等 

②入居者の募集・選考

及び入居許可（配分方

式）

①配分枠の希望調査

・関係大学等に対する翌年度の居室配分希望調

査のメールを送付

・調査結果に基づき居室配分案の作成

・居室配分案を機構に報告

・居室配分結果をメールで大学へ通知

②募集

・居室配分結果通知に併せて、居室配分のある

大学に募集要項をメール送付

・関係大学等及び入居希望者からの問い合わせ

及び見学希望への対応

・申請書類（電子データ含む）を受付、記載内

容を確認。申請書又は添付書類に不備がある

場合、不備の解消

③選考

・申請書で入居資格を確認し入居可否の決定

・日本人入居者に対する面接

④通知

・選考結果を所属大学にメールで通知。入居許

可証の作成、入居日に入居者へ手交

⑤報告

・選考結果を機構に報告

⑥配分枠の取消し並びに追加

・取消案を作成。大学ごとに、日本人学生と外

国人留学生の人数比により配分枠を取消す。

前の入居者退去後 30 日以内に入居しない場

合に配分枠を取消す

・取消案を機構に報告

・取消し該当校へ通知

・年度途中の配分枠の追加は、大学から申し出

がある場合に実施

①希望調査：年 1回（12 月）

ただし、・平成 31 年度分調査

及び配分については、平成 30

年 12 月に機構が実施する。

・別添 4-16「配分居室利用につ

いての調査票」及び別添 4-17

「配分居室一覧」参照

②～⑤随時

・別添 4-6「入居者募集要項（配

分方式）」参照

・配分枠居室数は民間事業者が決

定できる。ただし、配分できる

のは日本人学生 1 室に対し外

国人留学生 4 室の人数比とす

る。 

⑥随時

・別添 4-6「入居者募集要項（配

分方式）」参照

・人数比は日本人学生 1室に対し

外国人留学生 4室 
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業務

分類 
業務内容 業務細目 作業時期・頻度・条件等 

③入居者の受入れ ①入居前

・入居予定者の部屋割り、機構が提供する入居

者管理台帳（Excel）に必要事項を入力

・入居予定者の入居手続き日時の予約の受付入

居手続きは、渡日当日に手続きする新規渡日

者以外は、原則として入居許可期間の初日の

3日前までに完了

・生活ガイドブック、機器取扱説明書、生活案

内、銀行振替依頼書、入館費、当月分の館費

請求関係書類等入居手続きに必要な書類準

備。書類は必要に応じて機構の承諾を得て更

新

・電気及び水道の利用開始申込み代行

・その他必要な業務

②入居日

・会館に入居するに当たり遵守しなければなら

ない事項、館費及び光熱水料の支払い方法、

居室利用方法（B棟入居の確認事項を含む）、

共用施設利用方法等（特に重要事項）につい

て、入居案内及び既存資料を用いた説明。説

明は日本語又は英語のうち、入居者が希望す

る言語で行う

・非常時の避難方法の説明

・在留届または住所変更手続き並びに国民健康

保険加入・変更手続きの説明

・入居手続き書類の説明と入居者から署名（借

用願、誓約書等）の徴取

・入居許可証の手交・希望する入居者への寝具

類の購入場所、リース会社の紹介

・近隣施設の説明（郵便局・銀行・スーパー等

生活利便施設）

・主だった施設・設備と居室への案内

・その他必要な業務

③終了後

・機構への報告

【参考】平成 29 年度入居者数

単身棟 125 室、夫婦棟 23 室 

※入居者数は年度により増減する。

（随時） 

・別添 4-21「兵庫国際交流会館

生活ガイドブック」参照

・入居手続きは日本語又は英語で

行う。 

配付資料は日英併記として英

訳は民間事業者が行う。また、

英語以外の外国語での作成も

妨げない。 

・別添 4-14「B 棟に入居するにあ

たっての確認事項」参照

・別添 4-12「借用願」、別添 4-13

「備品リスト」、別添 4-11「誓

約書」、 

・別添 4-9「入居許可証」

・別添様式 4-1「入居者受入事務

報告書」

④入居者管理台帳の

作成

・新規入居者、退去者等のデータの入力と更新

等

・台帳は機構の求めに応じて随時提出

・管理上必要と思われる場合、機構の了解を得

たうえで台帳に項目を追加

（随時） 

・入居者管理台帳は Excel データ

で機構・民間事業者の双方で管

理し、入退去者が発生する都

度、データを更新し、相互確認

を行う。 

⑤入居者の生活指導

（入居者への共同生

活を送る上での支障

を発生させないため

の生活指導を行う。） 

・生活ガイドブックの原案作成

・生活ガイドブックのコピーと配付

・機器取扱説明書、生活案内資料および手続資

料等の作成（更新）と配付

・生活指導に係る資料の作成、掲示、配付、助

言、口頭による指導（ゴミ分別・処理、感染

症、隣人への迷惑行為、結露対策、清掃等に

ついて）

（随時） 

・別添 4-21「生活ガイドブック」

参照

生活ガイドブック等は内容に

変更等生じた場合、また、新

たに加える必要があるもの等

生じた場合、速やかに作成し

周知する。なお、更新にあた

っては機構の承認を得る。
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業務

分類 
業務内容 業務細目 作業時期・頻度・条件等 

⑥入居状況の管理 ①入居状況の把握・適切な時期に、所属大学へ

延長申請を督促 

・適切な時期に、入居者へ退去届を督促 

②入居期間延長手続き・延長希望者の所属大学

から延長申請書類（電子データ含む）を受付、

記載内容を確認。申請書又は添付書類に不備

がある場合、不備の解消 

・入居資格や入居期間を確認し延長可否の決定 

・日本人延長者に対する面接 

・延長の可否を所属大学にメールで通知。延長

許可証の作成、延長者へ手交 

・延長可否、延長期間等を機構に報告 

・延長申請者の館費支払い状況等の確認 

③婚姻、出産等による同居人追加手続き 

④長期不在となる者の把握と長期外泊届の受領 

⑤在籍確認等入居資格調査 

・入居資格を確認するため、所属大学へ調査を

行い、入居資格がない者がいる場合は退去さ

せる。 

【参考】平成 29 年度延長者数 

        単身棟 71 室、夫婦棟 23 室  

※延長者数は年度により増減する。 

①②③（随時） 

・毎日、異常がないかを監視し、

必要に応じて機構に報告する。 

・別添 4-18「入居許可期間延長

申請関係書類」、別添 4-19「入

居期間延長許可証」 

 

 

 

 

 

 

 

 

④別添 4-20「長期外泊届」 

⑤年 1回（6月） 

⑦日常の入居者の対

応 

・出入者への対応 

・メールボックスの管理（暗証番号管理、名前

プレート、退去後の暗証番号変更） 

・宅配便の受渡し 

・落とし物、忘れ物の管理（周知・記録含む） 

・管理・運営にかかる入居者等からの意見に対

する対応、回答（軽微な意見に限る） 

・苦情、トラブル等への対応、機構への報告 

（随時） 

 

 

 

 

 

 

・別添様式 4-10「急病者･トラブ

ル対応報告書」 
⑧退去者の退去手続

事務・退去後の清掃等 

・退去予定を確認、手続書類の配付 

・退去者へ退去手続の説明、退去届の受領 

・居室の破損、汚損、紛失等を点検（ルームチ

ェック）、記録 

・貸出品の回収 

・破損・汚損・紛失発生時の弁償金の請求と回

収 

・退去後の居室設備調整と設定解除 

・小規模な修繕等 

・破損等による備品補充及び専門業者による修

繕が必要な場合、見積書の徴取と機構への補

充又は修繕依頼 

・退去者への清掃用品貸出しと回収 

・退去者が処分しなかった居室の残留物の処分 

・退去後の居室清掃 

・退去後の鍵の交換 

【参考】平成 29 年度退去者数 

     単身棟 100 室、夫婦棟 25 室 

 ※退去者数は年度により増減する。 

（随時） 

・別添 4-10「退去届」 

 

 

 

 

 

 

 

・別添様式 4-4「修繕依頼書」 

 

 

 

 

・別添 4-23「居室清掃業務の内

容」参照 
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業務

分類 
業務内容 業務細目 作業時期・頻度・条件等 

⑨業務日誌・巡回日誌

等による機構への報

告（日誌等の作成報

告、入居率等のデータ

作成を行う。） 

 

・業務日誌の作成、機構への提出 

 

・業務実施報告書の作成、機構への提出 

 ※毎月 10 日現在の入居者数・入居率、国別、

種別大学別入居者数報告書 

 ※毎月 1日から月末までの入退室数報告書 

 ※毎月 1 日から月末までの会議施設利用状況

及び維持管理業務の報告書 

・毎日 

別添様式 4-6「業務日誌」 

・毎月作成 

※毎月 10 日現在の入居者数・

入居率、国別、種別大学別入

居者数の報告は、当該月の

20 日までに提出する。 

別添様式4-7「業務実施報告書」 

⑩RA（レジデント・ア

シスタント）選考に関

する事務 

・日本人学生及び外部の希望者からの RA 選考に

関する問い合わせ対応 

・選考（書類審査、面接）、採否の決定、選考

結果の機構及び在籍大学への連絡 

【参考】面接人数 

         平成 28 年度 8名、平成 29 年度 7名 

※面接人数は年度により増減する。 

（随時） 

・RA の選考基準 

RA 活動を行うに当たり、行動

力・積極性、コミュニケーショ

ン能力、時間的余裕等 

 

RA は 10 名程度としているが、

採用人数は毎年機構が決定す

る。 

⑪RA オリエンテーシ

ョン、ミーティング等 

 

・新規 RA に対するオリエンテーション実施計画

を作成し、機構の了承を得る。 

 

・RA ミーティングの開催（議事次第・議事進行、

議事録作成） 

・RA 報告書の徴収、機構への提出 

・RA 長期不在者の確認 

・RA 謝金調書の作成、機構への提出 

・RA の評価、結果の機構への提出 

※評価基準は任意 

・RA 活動に対する指導、助言等 

・RA が実施する各種イベントへの助言、相談、

館内備品の貸出し 

 

 

 

（随時） 

別添 4-25「RA オリエンテーシ

ョンの周知内容」参照 

・月 1回 

 

・月 1回 別添様式 4-22「RA 報告

書」 

（随時） 

・月 1回 

・年 2回 

（随時） 

（随時） 

 

⑫春期・秋期入居者へ

の一斉オリエンテー

ション 

・実施計画を作成し、機構の了承を得る 

・対象者への告知 

・説明資料等の作成、コピー 
・当日の議事進行 

・会場設営、撤去、参加者の確認、調整、資材

調達、受付、撮影、説明、終了後の清掃 

・実施結果の機構への報告 

・4月･10 月に各 1回 

・別添 4-26「オリエンテーショ

ン・ウェルカムパーティー・フ

ェアウェルパーティー実施概

要」参照 

⑬消防訓練の実施 

 
・実施計画を作成し、機構の了承を得る 

・入居者への告知 

・参加予定者の確認、調整 

・事前準備及び実施当日の進行 

・会場設営、撤去、資材調達、受付、撮影、説

明、終了後の清掃 

・実施結果の機構への報告 

・年 2回 

⑭災害等発生時の入

居者安否確認及び施

設・設備等の状況確認

の実施 

・災害等発生時、機構が契約する安否確認シス

テム及び電話等で入居者の安否確認及び施

設・設備の不具合確認 

・結果の機構への報告 

・システムの入退去者データの更新 

・災害等発生時 

  システムの管理者権限を付与

する 

 

（随時） 

※ RA（レジデント・アシスタント）とは、会館に居住し、入居者に対する相談活動や日常生活上

の指導・助言、等を行う者（日本人学生の中から選考。機構から謝金の支給あり。） 
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業務

分類 
業務内容 業務細目 作業時期・頻度・条件等 

⑮受託者自主事業（ウ

ェルカムパーティー、

フェアウェルパーテ

ィー等）の実施 

 

・実施計画を作成し、機構の了承を得る 

・入居者及び近隣機関への告知 

・説明資料等の作成、コピー 
・当日の進行 

・会場設営、撤去、参加者の確認、調整 資材

調達、受付、撮影、説明、清掃、保健所など

への各種届出 

・新規渡日者を対象としたウェルカムバザー実

施のためのボランティア団体へのバザー用品

提供依頼、供給品の仕分け、販売協力、売上

金の集計 

・参加者へのアンケート調査（用紙の配付、回

収、督促、集計、分析） 

・実施結果の機構への報告 

・ウェルカムパーティー年 2回、

フェアウェルパーティー年 1

回、もちつき大会年 1回、ウェ

ルカムバザー年 2回（別添4-26

「オリエンテーション・ウェル

カムパーティー・フェアウェル

パーティー実施概要」参照） 

 別添様式 4-8「交流事業実施計

画書」 

 

 

 別添様式 4-9「交流事業実施結

果報告書」・別添 4-29「交流

事業についてのアンケート」参

照 
⑯国際交流拠点事業

の実施及びその他事

業の実施協力 

・機構が主催する国際交流拠点事業（国際塾及 

び交流研究発表会）の実施 

 

 

・機構が主催又は協力する各種イベント（受託

者自主事業を除く）の入居者、近隣機関等へ

の告知、参加予定者の確認、連絡調整 

※主催事業(平成 28、29 年度) 

交流ｽｷｰ実習、ｽﾀﾃﾞｨｰﾂｱｰ、ｽﾎﾟｰﾂ交流会、

国際交流ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ、芸術鑑賞会、映画上映

会（ｽﾎﾟｰﾂ交流会、映画上映会、芸術鑑賞

会は 28 年度のみ実施） 

※協力事業 

兵庫国際交流会館における国際交流拠点

推進事業(平成 28 年度 10 件、29 年度 26 件) 

※うち機構が参加協力依頼した日数 

   平成 28 年度 3日、平成 29 年度 3日 

・入居者が参加する事業で参加者負担金が発生

する場合の負担金の徴収代行 

・交流スキー実習の引率（日帰り） 

・イベント時の館内備品の貸出し 

・各イベント参加者に対するアンケート調査（用

紙の配付、回収、集計、督促） 

【参考】参加者アンケート実施実績 

 平成 28 年度 13 回、平成 29 年度 16 回 

※実施内容・回数は年度により増減する。 

・国際塾年 2回 

・交流研究発表会 年 3回 

  別添 4-27「国際交流拠点事業

の実施について」参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・交流スキー実習引率に係る交通

費は民間事業者が負担する。 

・別添 4-29「交流事業について

のアンケート」参照 

⑰入居者の疾病・怪我

など緊急時の対応・報

告 

・救急車手配 

・必要に応じ、付き添い、状況確認 

・トラブル発生時に一次対応 

・機構への報告、相談 

・機構の指示により二次対応 

・近隣病院の案内 

・必要に応じ、RA、警備員と連携 

・在籍大学等及び関係者との連絡相談 

・機構･民間事業者間緊急連絡網の作成 
【参考】対応件数 

        平成 28 年度 9件、平成 29 年度 3件 

※件数は年度により増減する。 

（随時） 

※急病者の付き添い等で発生す

る交通費等の費用は、民間事業

者負担。 

・別添様式 4-10「急病者・トラ

ブル対応報告書」 
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業務

分類 
業務内容 業務細目 作業時期・頻度・条件等 

⑱施設案内パンフレ

ットの作成 

・パンフレット作成、印刷 

 

 

 

 

・入居希望者、教育機関等に配付 

・年 1回 

 改訂案の段階で機構が確認を

行う。 

 別添 4-22「兵庫国際交流会館

パンフレット」参照 

（随時） 

⑲アンケート調査の

実施 

 

・入居者へのアンケート調査 

（用紙の配付、回収、督促） 

 

 

 

 

・アンケート結果のサービス改善への反映 

・その他機構が必要な入居者へのアンケート調  

査・集計 

・年 1回 別添 4-28「兵庫国際交

流会館についてのアンケート」

参照 

※アンケート内容の作成、集計は

機構が行い、結果をフィードバ

ックする 

・年 1回 

・月 1回程度 

⑳同窓会（ALUMNI）組

織の広報・加入手続

き、管理等 

・入居者への加入依頼 

・退去者への加入手続書類の配付、申請書の受

領、機構への報告 

・管理台帳への加入者データ入力、台帳更新 

・機構又は民間事業者が実施する各種交流事業

の同窓会への告知 

・同窓会が実施する各種交流事業の企画に対す

る助言、相談対応と館内備品の貸出し 

（随時） 

・管理台帳は Excel データで機

構・民間事業者の双方で管理

し、加入者が発生する都度、デ

ータ入力し、相互確認を行う 

Ⅱ
 

会
計
業
務 

①料金徴収代行 

（債権管理、料金の徴

収、徴収料金の送金、

未納者への督促、徴収

状況の報告） 

・入館費、館費、コインランドリー使用料、コ

ピー機使用料、貸出施設一時利用料金、設備・

備品等弁償金の債権管理、徴収代行 

・徴収料金の機構への送金 

 

 

 

 

・未納の把握、未納者への督促 

・別添 4-30「兵庫国際交流会館

等における現金の接受・回収等

に係る事務手続要領」参照 

・原則 1回/月 

別添様式 4-11「兵庫国際交流

会館料金徴収状況報告書」 

送金手数料は民間事業者が負

担 

（随時） 

②入館費、館費及び貸

出施設一時使用料等

の請求、徴収 

・入館費・館費、貸出施設一時使用料金の請求

額計算（入居月・退去月の日割り計算も含む） 

・民間事業者が契約する館費等集金代行業者（銀

行口座引落し及びコンビニエンスストア収

納）の請求データ、貸出施設一時使用料請求

書の作成 

 

 

 

・当該月銀行引落し請求データの銀行への送信 

・日割りで徴収する入居月及び退去月並びに銀

行口座を持たない短期留学生に対するコンビ

ニエンスストア支払い用払込用紙の発行、メ

ールボックスへ投函または手交 

・貸出施設一時使用料請求書の送付 

・銀行口座引落し不能者、コンビニエンススト

ア支払い未納者に対する督促、再請求、指導 

（随時） 

 

（随時） 

  銀行引落し集金代行業者は、ゆ

うちょ銀行を含む銀行が利用

できること。また、コンビニエ

ンスストア収納代行業者は、主

要なコンビニエンスストアで

支払が可能な業者とする。 

・月 1回 

料金の徴収は原則として現金

徴収は行わない。 

銀行口座引落し並びにコンビ

ニエンスストア収納に係る手

数料は入居者負担とするた

め、請求金額に加算する 

③徴収した料金の返

金 

・入館費、館費、貸出施設一時使用料金等に返

金が生じた場合の料金返金（立替払い） 

（随時） 

・別添 4-30「兵庫国際交流会館

等における現金の接受・回収等

に係る事務手続要領」参照 
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業務

分類 
業務内容 業務細目 作業時期・頻度・条件等 

④料金の請求額、徴収

額及び返金額の報告 

・債権管理台帳の作成、当月分請求額、徴収額

及び未収額を銀行口座引き落としデータ、コ

ンビニエンスストア収納別に機構への報告 

・管理簿の作成、返金額の機構への報告 

・月 1回 

⑤物品購入、簡易な修

繕及び光熱水料等納

入又は完了の検収代

行 

・機構が発注する物品の納入、委託業務の完了

及び修繕工事等完了の検収代行 

・機構が発注する光熱水料供給完了の検収代行 

・検査調書及び請求の機構への郵送 

（随時） 

 

・月 1回（電気、水道） 

・週 1回程度 

  郵送料は民間事業者が負担 

Ⅲ
 

施
設
管
理
業
務  

※
共
用
部
・
事
務
所
部
分
等
を
含
む
建
物
全
体 

 ①防火管理 

 

・防火管理者の選任・消防計画原案を作成、機

構への提出 

・防火管理者選任（変更）届、消防計画書の所

轄消防署への提出（覚書の機構への提出） 

・防災計画チラシの作成、入居者への配付、掲

示 

・民間事業者を対象とする夜間を想定した訓練

への参加 

・防災の手引き等資料の入居者への説明、配付 

・防災設備点検（外観機能点検・総合点検）、

機構への結果報告 

・防犯設備点検、台風時等対策（荷物等の撤去・

窓閉め） 

・緊急避難時マニュアルのコピー、配付 

（随時） 

 

②貸出施設一時使用

申請書の受付・書類作

成及び事前準備・事後

管理 

・貸出施設一時使用申請書の受付、使用許可、

書類作成及び事前準備・事後管理 

 

 

 

 

 

 

 

・貸出施設の広報等利用促進 

・貸出施設使用許可書の作成、許可証の送付 

・利用者（内部・外部）との連絡調整 

・施設使用状況一覧の作成、機構への報告 

 

 

 

 

 

 

・施設利用者への機器使用方法等説明 

（随時） 

・別添 4-33「貸出施設等の申請

方法について」参照 

・別添 4-34「外部貸出可能な施

設に係る貸出業務の主な流れ」

参照 

・別添 4-35「兵庫国際交流会館

施設使用心得」参照 

その他 別添 4-36-40 参照 

（随時） 

（随時） 

（随時） 

・月 1回 

別添様式 4-14「施設使用状況

一覧」 

※民間事業者は、施設の貸出しに

当たり、貸出施設一時使用に係

る利用承認、及び無料・各種割

引の適用の可否を判断する。 

・随時 

③施設・備品・消耗品

の損壊・汚損・紛失状

況等の確認 

・備品等の管理 

・施設、備品及び消耗品の損壊・汚損・紛失状

況等の確認、異常時の機構への報告、見積書

の徴収及び軽微なものについての対応 

（随時） 

・別添様式 4-4「修繕依頼書」参

照 

④鍵の管理 ・居室、共用部のシリンダーキーの管理 

・入居、退去、延長、紛失、破損、不具合によ

る鍵貸与、回収と記録簿の作成 

・入居者の退去後の鍵交換及び管理簿作成 

（随時） 
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業務

分類 
業務内容 業務細目 作業時期・頻度・条件等 

⑤共用施設の円滑な

利用促進 

・電球の購入、取替、廃棄処分 

【参考】購入、取替、廃棄処分実績 

平成 28 年度 630 個 225,298 円 

平成 29 年度 461 個 686,307 円 

※業務委託費のうち数 

・寄贈書等の書架等への設置 

・洗濯機・乾燥機、空調機のフィルターの清掃 

・洗濯機・乾燥機の使用方法の掲示、指導 

・トイレットペーパー等消耗品の購入 

   管理棟（共用部）1～3階男女用各 1箇所 

   （ブース数男用各 1、女用各 3） 

【参考】購入実績 

平成 28 年度 なし（機構が購入） 

平成 29 年度 36,288 円 

※業務委託費のうち数 

・粗大ごみ等入居者の放置物処分 

【参考】処分実績 

平成 28 年度 1 回 122,856 円 

平成 29 年度 なし 

※業務委託費のうち数 

・大雨時の廊下・共用施設等の窓閉め 

・物品（アイロン・掃除機等）の貸出し 

・停電、節電、断水、節水、保守点検、修繕工

事など会館内の機能制限についての入居者等

への周知文の作成（日本語・英語併記）掲示 

（随時） 

 

⑥インターネット接

続手続きの案内 

・館内インターネットの説明 

・インターネット契約のための情報提供、契約

手続き補助、故障時の対応補助 

（随時） 

 

⑦入居者・駐輪場管理 

 

・駐輪場利用申込受付、利用承認 

・駐輪許可ステッカーの作成、利用者への配付 

【参考】作成実績 

平成 28 年度 なし 

平成 29 年度 なし 

駐輪許可件数 

平成 28 年度 7 件 

平成 29 年度 51 件 

・駐輪許可ステッカー貼付の確認し、貼付のな

い自転車所有者を確認と指導 

・退去者及び部外者自転車等の駐輪注意、撤去、

廃棄処分 

【参考】処分実績 

平成 28 年度 15 台 無料 

平成 29 年度 10 台 無料 

（随時） 
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業務

分類 
業務内容 業務細目 作業時期・頻度・条件等 

⑧清掃業務 

 

・共用部分（調理室・会議室・廊下等）の日常

清掃 

・事務所部分の日常清掃 

・ビニル床タイル・ビニル床シート床面洗浄 

・ビニル床タイル・ビニル床シート床面ワック

ス掛け 

・ビニル床タイル・ビニル床シート床面ワック

ス剥離洗浄 

・タイルカーペット洗浄 

・窓ガラス清掃 

・照明器具清掃 

・食事室の壁・レンジフード・電子レンジ清掃 

・食事室排水管洗浄、洗濯機消毒 

 

・建築物衛生管理業務（防除作業（害虫駆除等）、

簡易専用水道定期検査等） 

 

・排水管洗浄 

 

・植栽管理作業 

 

 

・清掃状況の確認 

・清掃業務日誌の作成、機構への報告 

 

清掃用消耗品購入実績 

現事業者の清掃業務再委託費に含む。 

※業務委託費のうち数 

 

 

 

 

 

 

別添別紙 4-44「清掃業務の内

容」、別添 4-45「清掃作業基

準」、別添 4-46「作業要領」

参照 

 

 

 

 
 
・別添 4-47「害虫駆除業務の内

容」参照 

 

・別添 4-48「排水管洗浄業務の

内容」参照 

・別添 4-49「植栽管理業務の内

容」参照 

 

・清掃業務日誌は毎日作成し、業

務期間中機構が常時閲覧でき

るように保管、管理すること。 

別添様式 4-16「清掃業務日誌」 

機構への報告は 1回/月 

別添様式 4-17「清掃業務実施

状況報告」 

⑨警備業務 

 

・外来者の受付・入退館記録簿の作成 

・火災報知器・モニターの監視 

・巡回点検（施錠確認、元栓確認、消灯確認、

異音・異臭等の確認） 

・防災及び緊急時の処置 

・喫煙指導(喫煙場所・処理の仕方の周知徹底) 

・警備業務日誌の作成、機構への報告 

 

・別添 4-50「警備業務の内容」

参照 

 

 

 

 

・警備業務日誌は毎日作成し、業

務期間中機構が常時閲覧でき

るように保管、管理すること。 

 別添様式 4-18「警備業務日誌」 

機構への報告は 1回/月 

別添様式 4-19「警備業務実施

状況報告」 
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業務

分類 
業務内容 業務細目 作業時期・頻度・条件等 

⑩設備点検等業務 ・AED の管理、自主点検 

 

・電気設備点検 

・停電措置をしての電気設備年次点検 

 

 

・防災設備機器保守点検 

・受水槽・高架水槽清掃・水質検査 

・空調機器点検・調整 

・空調機フィルター洗浄 

・空調給気・排気口・換気扇グリル清掃 

・給水ポンプ保守点検 

・湧水ポンプ点検・洗浄作業 

・昇降機設備保守点検 

・電話設備保守点検 

・特殊建築物定期検査 

・各種設備点検、修理業者手配、見積書の徴収、

修繕依頼、立ち会い 

・設備点検結果・当局等への報告結果について、

機構への報告・各種設備点検、修繕工事の実

施に係る入居者への周知文の作成（日本語・

英語併記）及び掲示等 

・居室内の設備点検、修繕工事の実施に係る入

居者不在時の入室許可とりつけ、立会い 

・設備点検結果、修繕工事実施状況の機構への

報告 

・設備等不具合箇所発見時の機構への報告 

（随時） 

・別添様式 4-21「AED 自主点検票」 

・別添 4-51「自家用電気工作物

保安管理業務の内容」、別添

4-52「巡視・点検・測定試験基

準」参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添 4-53「設備運転保守管理

業務の内容」、別添 4-54「作

業指示書及び作業要領」、別

添様式 4-4「修繕依頼書」参

照 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪施設に関する苦情

受付・対応（修繕以外） 

・施設に関する苦情受付・対応（修繕以外） （随時） 

⑫施設維持のための

対応 

・施設維持のための巡回、不具合発見、機構へ

の報告 

（随時） 

⑬設備・備品更新のた

めの対応 

・居室及び共用部の設備・備品の更新時の入居

者への伝達及び必要に応じ不在入室許可の取

付並びに業者対応 

（随時） 
Ⅳ
 

渉
外
業
務 

①関係団体（ボランテ

ィア・近隣住民自治

会）への連絡調整 

・案内受付 

・企画・協力依頼 

・打ち合わせ 

・関係団体等への連絡・受付、打合せ参加 

（随時） 

・別添 4-55「関係機関一覧」参

照 

②国際理解教育に関

する留学生参加（学校

等から国際理解教育

のために入居留学生

の派遣を求められた

場合の業務） 

・学校等からの派遣・受入れ依頼取次ぎ 

・学校等との連絡調整、打合せ、企画、参加留

学生募集・選定、参加留学生との打合せ、ア

ンケート調査、感想の受領 

・参加留学生派遣・受入れに関する事務手続 

（必要書類作成、必要に応じて学校等への付

添い、派遣した留学生へのアンケート調査

等） 

・実施結果報告書の作成、機構への提出 

【参考】報告実績 

平成 28 年度 4件、平成 29 年度 2件 

（随時） 

※派遣の付き添い等で発生する

交通費等の費用は民間事業者

負担 
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業務

分類 
業務内容 業務細目 作業時期・頻度・条件等 

③機構、他団体主催行

事等への入居留学生

参加（機構、地域・諸

団体等から入居留学

生の参加を求められ

た場合の業務） 

・参加者の募集および選定 

・参加者と主催担当者との連絡調整 

・必要に応じて実施場所への付添い 

・必要に応じて、実施前及び実施結果の機構へ

の報告 

（随時） 

※付き添い等で発生する交通費

等の費用は民間事業者負担 

・政治、宗教、反社会的行事等へ

の協力は行わない。 

Ⅴ
 

窓
口
業
務 

①業者等外来者の対

応 
・業者等外来者の対応 （随時） 

②施設見学希望者の

対応（施設案内） 
・施設見学希望者の対応（施設案内） （随時） 

       ※別添１現行の「兵庫国際交流会館規程」では、入居許可、入居期間延長許可、入居許可の取り消し

及び貸出施設一時利用の承認は機構が行うこととしているが、事業開始までに民間事業者が許可・

承認できるように改正する。 

 

  ②機構との連絡・調整等 

機構と民間事業者は、本業務の内容に応じてそれぞれの担当者を定め、円滑な業務の実施に必要な連

絡・調整を図るものとする。 

また、民間事業者は、次のア、イの場合、速やかに業務の改善策を作成・提出し、機構の承認を得た

上で実施するものとする。なお、民間事業者は、改善策の作成及び実施に当たり、機構に対して必要

な助言、協力を求めることができる。 

ア．下記（４）に定められた本業務の質が満たされないことが明らかになり、機構が、業務の改善が

必要と判断し、民間事業者にそれを求めた場合。 

イ．機構が、本業務を随時モニタリングし、契約および業務の仕様に照らして不適切であり、業務の

改善が必要と判断し、民間事業者にそれを求めた場合。 

    ③業務の引継ぎ 

      ア．現行の事業者からの引継ぎ 

機構は、当該引継ぎが円滑に実施されるよう、現行の事業者及び民間事業者に対して必要な措置

を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

本業務を新たに実施することとなった民間事業者は、本業務の開始日までに、業務内容を明らか

にした書類等により、現行の事業者から業務の引継ぎを受けるものとする。 

なお、その際の事務引継ぎに必要となる経費は、現行事業者の負担となる。 

イ．本業務終了の際の引継ぎ 

機構は、当該引継ぎが円滑に実施されるよう、民間事業者及び次回の事業者に対して必要な措置

を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

本業務の終了に伴い民間事業者が変更となる場合には、本業務を受注した民間事業者は、当該業

務の開始日までに、業務内容を明らかにした書類等により、次回の事業者に対し、引継ぎを行う

ものとする。 

なお、その際の事務引継ぎに必要となる経費は、本業務を受注した民間事業者の負担となる。 
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（４）本業務の実施に当たり確保されるべき質 

    ①施設の有効活用 

      施設の有効活用の観点から、平成28年度、29年度及び平成30年４月から７月までの平均入居率89.0％

（毎月 10 日現在の入居率の平均）以上の入居率及び平成 28 年度、平成 29 年度及び平成 30 年４月か

ら７月までの平均稼働率 22.09％の貸出施設稼働率（有料での利用）を達成するよう実施すること。

なお、入居率及び稼働率の算出において、長期間にわたり修繕を行う居室又は貸出施設については、

機構と協議の上、母数から除外することがある。 

      ※入居率とは、居室数を分母とし、毎月 10日時点で入居者のいる居室を分子として算出した率のこと

をいう。 

      ※貸出施設稼働率（有料での利用）とは、各貸出施設の営業日数を分母（原則として１年 365 日）と

し、各貸出施設の貸出利用（有料での利用）があった日を分子として算出した率の平均値のことを

いう。 

    ②入居者の所属大学等 

会館の国際交流の中核的拠点としての位置付けから、より多くの教育機関の会館運営への関与並びに

連携を図ることを目的に、毎年度、新規に外国人留学生入居者の所属大学等を増加させる積極的な取

組みを行うこと。 

新規所属大学等は、平成 28 年４月１日から平成 31年３月 31日までに外国人留学生入居者が在籍して

いない機関とし、会館が進めるより高度な専門的な研究発表等知的交流を行う事業へ参画できる外国

人留学生が所属する機関として、対象は大学または研究機関（短期大学、高等専門学校及び専修学校

（専門課程）を除く。）とする。 

    ③貸出施設一時利用に係る新規利用者 

施設の有効活用及び会館の国際交流の中核的拠点としての位置付けから、対象となる貸出施設（多目

的ホール、研修室１、研修室２及び研修室３）を地域に積極的に開放し、交流・研修等の活動の場を

提供するとともに、毎年度、新規外部利用者を増加させる積極的な取組みを行うこと。 

新規利用者とは、平成 28年４月１日から平成 31年３月 31 日までに有料で施設を利用したことがない

者（個人を含む。）とする。 

（５）創意工夫の可能性 

      本業務を実施するに当たっては、以下の点から法令に反しない限り民間事業者の創意工夫を反映し、

本業務の質の向上（総合的な質の向上、効率化の向上、経費の削減等）に努めるものとする。 

  ①管理・運営業務の実施全般に対する質の確保に関する提案 

民間事業者は、別途定める様式に従い、管理・運営業務の実施全般に係る質の向上の観点から取り組

むべき事項等の提案を行うこととする。 

  ②従来の実施方法に対する改善提案 

民間事業者は、各業務の現行基準として示す従来の実施方法に対し、改善すべき提案（コスト削減に

係る提案を含む）がある場合は、別途定める様式に従い、具体的な方法等を示すとともに、現行基準

レベルの質が確保できる根拠等を提案すること。 

（６）契約の形態及び委託費の支払い方法 

    ①契約の形態は、委託契約とする。 

②民間事業者は、後記９（１）に示す報告書を機構に提出し、機構は各報告書により適正な業務がなさ

れていることを確認した上で、次のア、イの委託費を支払うものとする。 
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ア．業務委託費基本額 

固定された委託費であり、落札金額である。 

イ．業務委託費収入増加分 

前記３（４）管理・運営業務の実施に当たり確保されるべき質に定める①から③の基準を達し、

かつ、徴収料金（入館費、館費及び貸出施設一時使用料金）の年間合計額が 80,400 千円（基本徴

収金額）を超えた場合、徴収料金の実績に応じて、以下の算式により算定された金額である。 

 

業務委託費収入増加分＝（各年度における徴収料金）－（基本徴収金額 80,400 千円）×50％（加

算割合） 

 

※徴収料金は、入館費、館費及び貸出施設一時使用料金の合計金額とし、当該年度に発生した徴

収すべき金額であり、未収金も含むものとする。 

  ※基準徴収金額は、平成 28 年度から平成 30 年度（見込み）までの入居費、館費及び貸出施設一

時使用料金の年間合計収入額の平均額に基づく金額である。 

  ※上記（４）①において、長期間にわたり修繕を行う居室又は貸出施設を率算定の母数から除外

することとした場合、機構と協議の上、基本徴収金額を見直すことがある。 

※各年度における徴収料金実績が、基準徴収金額以下である場合には業務委託費収入増加分は支

払わないものとする。 

③機構は、毎月民間事業者から翌月 10日までに実施状況の報告を受け、上記業務が適正になされている

ことを確認した上で、ア．業務委託費基本額４～６月分（第１回）、７～９月分（第２回）、10～12 月

分（第３回）、１～３月分（第４回）を民間事業者に対し支払うものとし、その支払いは適法な請求書

を受理した後 30 日以内とする。また、イ．業務委託費収入増加分は、入居率、貸出施設稼働率及び徴

収料金が確定する各年度４回目の業務委託費基本額支払い時に精算して支払うものとする。 

なお、適正な業務がなされていない場合は、機構は民間事業者に対し再度業務を行うように指示す

るとともに、業務の改善策の作成・提出を求めるものとする。業務遂行後の確認ができない限り委託

費の支払いは行わない。 

 

３．実施期間に関する事項 

本業務の実施期間は、平成 31年４月１日から平成 34年３月 31日までとする。 

ただし、警備業務については、平成 34年４月１日午前９時までとする。 

 

４．入札参加資格に関する事項 

（１）共同事業体としての参加 

単独で本業務が担えない場合は、適正に業務を遂行できる共同事業体（当該業務を共同して行うこと

を目的として複数の民間事業者により構成された組織をいう。以下同じ。）として参加することができる。

その場合、入札書類提出時までに共同事業体を結成し、代表者を定め、他の者は構成員として参加する

ものとする。また、共同事業体の構成員は、他の共同事業体の構成員となり、または、単独で参加する

ことはできない。なお、共同事業体結成における役割分担に関する協定書（またはこれに類する書類）

を作成し、入札書等と併せて提出すること。 

（２）入札参加資格 

17



次の全ての要件を満たすこと。ただし、共同事業体として入札する場合には、④については、少なく

とも代表者が満たしており、⑨については、当該業務を実施する者が満たしているものとし、その他の

要件については全ての構成員が満たしているものとする。 

①法第 15条において準用する法第 10 条各号（第 11 号を除く。）に該当する者でないこと。 

②機構の契約事務取扱細則第３条の規定に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約の締結に必要な同意を得ている者は、同条中、

特別な理由がある場合に該当するものとする。 

③機構の契約事務取扱細則第４条の規定に該当しないものであること。 

④過去５年間のうちに 150 戸以上の集合住宅（留学生宿舎、学生会館、寮、マンション等）管理・運営

業務の実績を有している者であること。 

⑤平成 28・29・30 年度文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「役務の提供等」の「Ａ」

「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付けされている者であること。なお、当該競争参加資格については、平成

30 年３ 月30 日付け号外政府調達第59 号の官報の競争参加資格の資格に関する公示の別表に掲げる

申請受付窓口において随時受け付けている。 

⑥機構又は文部科学省から業務等に関し指名停止を受けている期間でないこと。 

⑦企画書に示した業務内容を契約期間満了までの間、確実に実行し完了することができることを証明し

た者であること。 

なお、この場合の証明とは、当該契約を締結することとなった場合、確実に完了期限までに実施・完

了ができるとの意思表示を書面により証明することをいう。 

⑧本実施要項の策定に携わった法人又は個人でないこと（策定過程で公表した案に対する意見聴取に応

じた者を除く）。 

⑨各業務の実施にあたり次の資格等を有している者、または、資格等を有している者を業務の実施に当

たらせることができる者であること。 

ア．廃棄物処理業務        神戸市長の許可 

イ．警備業務           都道府県公安委員会の認定 

ウ．防災設備機器保守点検業務   消防設備士または消防設備点検資格 

エ．エレベーター保守点検業務   一級建築士若しくは二級建築士又は国土交通大臣が定める資格 

オ．自家用電気工作物保安管理業務 電気主任技術者 

カ．受水層清掃及び保守管理業務  兵庫県知事への登録 

 

５．入札に参加する者の募集に関する事項 

（１）入札に係るスケジュール 

①入札公告              平成 30年 10 月中下旬 

②入札説明会・現場説明会       平成 30年 10 月下旬 

③入札説明会終了後の質問期限     平成 30年 11 月中旬 

④入札書提出期限           平成 30年 12 月中旬  

⑤技術審査委員会（入札書類の評価）  平成 31年１月上旬 

⑥開札                平成 31年１月中旬 

⑦契約の締結             平成 31年２月頃 

⑧業務の引継ぎ            平成 31年２～３月頃 
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（２）入札の実施手続 

  ①入札説明会後の質問受付 

   入札公告以降、機構において入札説明書の交付を受けた者は、本実施要項の内容や入札に係る事項に

ついて、入札説明会後に機構に対して質問を行うことができる。質問は原則として電子メールにより

行い、質問内容及びその回答は、原則として入札説明書の交付を受けた全ての者に公開する。ただし、

民間事業者の権利や競争上の地位等を害するおそれがあると判断される場合には、質問者の意向を確

認のうえ、公開しないよう配慮する。 

②提出書類 

民間競争入札に参加する者（以下、「入札参加者」という。）は、次に掲げる書類を別に定める入札公

告及び入札説明書に記載された期日と方法により、機構に提出すること。 

ア．入札書 

入札金額（入札参加者が消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか非課税事業者であるか

を問わず、契約期間内全ての本業務に対する経費総額の 108 分の 100 に相当する金額）を記した

書類（以下、「入札書」という。） 

      イ．企画書（別紙３） 

本業務実施の具体的な方法、その質の確保の方法及び配置予定従事者等の内容等を確認できる書

類 

      ウ．資格審査決定通知書 

          平成 28、29、30 年度における「役務提供等」の競争参加資格（全省庁統一資格）において、「Ａ」

「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付けされていることを証明する審査結果通知書の写し 

      エ．暴力団排除に関する書類 

          法第 15 条において準用する法第 10 条に規定する欠格事由のうち、暴力団排除に関する規定につ

いて評価するために必要な書類及び誓約書 

      オ．委任状（代理による入札の場合） 

 

６．落札者を決定するための評価の基準及びその他の落札者の決定に関する事項 

    本業務を実施する者（以下「落札者」という。）の決定は、総合評価方式によるものとする。 

（１）評価の方法 

落札者の決定にあたっては、提出された企画書の内容が本業務の目的・趣旨に沿って実行可能なもの

であるか（必須項目）、また効果的なものであるか（加点項目）について、審査を行うものとする。 

①必須項目審査 

必須項目審査においては、入札参加者が企画書に記載した内容が、次の必須項目を満たしていること

を確認する。一つでも条件を満たさない場合は不合格とし、全て満たした場合、基礎点として 25点を

付与する。 

      ア．業務組織体制等 

a.組織体制 

・総括責任者、担当者等従事者の業務遂行体制・責任の所在が明確になっているか。 

・コンプライアンス体制、個人情報保護体制及び危機管理体制が構築されているか。 

b.業務実施の方針等 

・会館の目的（上記２（２）参照）、国際交流の拠点施設としての位置付けを踏まえた業務の実施
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方針となっているか。 

イ．業務の提案    

a.業務全般に係る提案 

・業務内容を不足なく提案しているか。 

        b.入居者受入れ・管理・厚生補導業務に係る提案 

・入居者の受入れ・管理・厚生補導業務について、具体的に提案しているか。 

②加点項目審査 

必須項目審査で合格した入札参加者に対して、次の加点項目について審査を行う、なお、提案内容に

ついては、具体的でありかつ効果的な実施が期待されるかという観点から、基本的には、従来の実施

方法と提案内容との比較を行い、絶対評価により加点する。 

具体的には、評価者は、加点項目ごとに入札参加者の企画書の内容を、民間事業者の創意工夫により、

その実施効果が期待されるかを、以下の審査基準により評価し、各入札参加者に対して０点から５点

を付与する。加算点の配点は計 205 点とする。 

各入札参加者の得点は、各評価者の得点に、重要度に応じた加重を乗じた値とする。 

 

評価基準 

加点項目の評価水準 評価点 

①非常に優れており、特質すべき創意工夫が見られる。 ５ 

②かなり優れている。（①と③の中間程度） ４ 

③優れている。 ３ 

④優れているとは言い難く、一定の改善を要する。(③と⑤の中間程度) ２ 

⑤優れているとは言い難く、相当の改善を要する。 １ 

⑥加点すべき適切な記載がない。 ０ 

 

ア．業務実施体制（０～60 点） 

a.業務実施体制（総括責任者及び担当者の配置） 

・総括責任者及び従事者（警備員を含む。）の平日、土・日曜日、祝日の勤務体制が具体的に示さ

れ、適切な配置となっているかどうか。 

b.総括責任者及び従事者の経歴 

・居室を主として学生等に生活及び居住の場として提供する施設の管理運営に係る経験、居住す

る留学生と円滑にコミュニケーションを図ることができる能力等、会館の管理運営にふさわし

い経験・能力を備えた者を配置することとなっているか。 

c. 従事者の教育計画 

  ・従事者の能力向上等について、継続した教育計画が立てられているか。 

・大学等機関、ボランティア団体及び地域住民等との良好な関係を構築するための教育計画が立

てられているか。 

・実施マニュアルを作成するなどし、業務を効率的・効果的に行う教育計画が立てられているか。 

イ．本業務の提案（０～110 点） 

a.入居者の受入れ・管理・厚生補導業務の工夫に係る提案 

20



  ・平成 28年度、29 年度及び平成 30 年４月から７月までの平均入居率以上を確保するための空室

発生時の入居者獲得方法や会館の国際交流の中核的拠点とし機能を発揮するため新規の外国人

留学生入居者の所属大学等を増加させるための取組に工夫が見られるか。 

  ・入居者受入れ・管理・厚生補導業務の業務内容を十分理解した上で、入居者の満足度を高める

ためおもてなしの心のある取組を具体的に提案しているか。 

・入居者受入れ・管理・厚生補導業務の業務内容を十分理解した上で、ＲＡの効果的な活用等に

より、入居者の満足度を高めるための具体的な提案をしているか。 

・自主事業（ウェルカムパーティー、フェアウェルパーティー、もちつき大会、ウェルカムバザ

ー等）、春期・秋期入居者への一斉オリエンテーション、新規 RA に対するオリエンテーション

及び消防訓練の企画について、入居者の満足度を高めるための工夫が見られるか。 

b.会計業務の工夫に係る提案 

・会計業務の業務内容を十分理解した上で、円滑かつミスのない業務遂行のための工夫が見られ

るか。 

・会計業務の業務内容を十分理解した上で、館費、貸出施設一時使用料金等未収者への督促並び

に未収を防ぐ工夫が見られるか。 

c.施設管理業務の工夫に係る提案 

  ・施設管理業務の業務内容を十分理解した上で、施設の状態を安全、快適に保つための工夫が見

られるか。 

・平成 28 年度、29年度及び平成 30年４月から７月までの平均稼働率以上の確保の方法や会館の

国際交流の中核的拠点としての機能を発揮するため、新規利用者獲得のための取組に工夫が見

られるか。 

d.渉外業務の工夫に係る提案 

・渉外業務の業務内容を十分理解した上で、国際交流の拠点施設としての工夫が見られるか。 

e.窓口業務の工夫に係る提案 

・窓口業務の業務内容を十分理解した上で、国際交流の拠点施設としての工夫が見られるか。 

f.その他業務実施上の工夫に係る特段の提案 

・その他、特段の優れた提案が存在するか。 

ウ．継続的な質の向上の方策（０～20点） 

・民間事業者の創意工夫を反映し、本業務の質の向上（総合的な質の向上、効率化の向上、経費

の削減等）に努める工夫が提案されているか。 

エ．ワーク・ライフ・バランス等の取組（０～５点） 

・民間事業者としてワーク・ライフ・バランス等の推進に力を入れているか。以下のいずれかの

認定を受けているか。 

○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定企業（え

るぼし認定企業） 

○次世代法に基づく認定企業（くるみん認定・プラチナくるみん認定企業） 

○若者雇用促進法に基づく認定企業（ユースエール認定企業）。 

     オ．緊急時・非常時の対応に関する提案（０～10 点） 

・トラブル時や災害等緊急時に円滑に対応し、入居者等の安否確認、施設・設備の状況について

速やかに確認する方策が明確に提案されているか。 
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③配点 

前記評価項目におけるそれぞれの配点については、別紙１「評価表」による。 

（２）落札者の決定 

①機構は、評価の基準に従って、入札参加者から提出された書類の全てについて評価を行うものとする。 

②競争参加資格を全て満たし、機構の契約事務取扱細則第 12条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で、かつ、企画書の各評価項目の得点の合計を当該入札参加者の入札価格で除して得た

評価点の最も高い１者を落札者として決定するものとする。 

③留意事項 

ア．当該落札予定者の入札価格が予定価格の一定割合に満たない場合は、その価格によって契約の内

容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるか否か、次の事項について改めて調査

し、該当するおそれがあると認められた場合、又は契約の相手方となるべき者と契約を締結する

ことが公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であると認められた場合には、予定

価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、総合評価点が最も高い１者を落札予

定者として決定することがある。 

a．当該価格で入札した理由及びその積算の妥当性（当該単価で適切な人材が確保されるか否か、就

任予定の者に支払われる賃金額が適正か否か、就任予定の者が当該金額で了解しているか否か等） 

b．当該契約の履行体制（常駐者の有無、人数、経歴、勤務時間、専任兼任の別、業務分担等が適切

か否か等） 

c．当該契約期間中における他の契約請負状況 

d．手持機械その他固定資産の状況 

e．国の行政機関等及び地方公共団体等に対する契約の履行状況 

f．経営状況 

g．信用状況 

イ．落札予定者となるべき者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引かせて、落札予定

者を決定するものとする。また、入札者又はその代理人が直接くじを引くことができないときは、

入札事務に関係のない機構職員がこれに代わってくじを引き落札者を決定するものとする。 

ウ．落札者が決定したときは、遅滞なく、落札者の氏名又は名称、落札金額、落札者の決定の理由並

びに提案されたな内容のうち具体的な実施体制及び実施方法の概要について公表するものとする。 

（３）初回の入札で落札者が決定しなかった場合の取扱い 

初回の入札において必須審査項目を全て満たしている者のうち、予定価格の制限に達した入札がない

場合には、直ちに再度の入札を行うものとする。 

（４）落札者が決定しなかった場合の措置 

初回の入札において入札参加者がなかった場合、必須審査項目を全て満たす入札参加者がなかった場

合、又は再度の入札を行ってもなお落札者が決定しなかった場合には、入札条件の見直しを行い、再度

の入札公告に付すものとする。 

再度の入札によっても落札者となるべき者が決定しない場合又は再度の入札公告によると本業務の実

施準備に必要な期間を確保することができない等やむを得ない事業がある場合には、入札対象事業を自

ら実施すること等ができる。この場合において、機構はその理由を公表するとともに、官民競争入札等

監理委員会（以下「監理委員会」という。）に報告する。 
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７．本業務に関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

（１）開示情報 

対象業務に関して、別紙２「従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項」のとおり開示する。 

      ①従来の実施に要した経費 

      ②従来の実施に要した人員 

      ③従来の実施に要した施設及び設備 

      ④従来の実施における目的の達成の程度 

      ⑤従来の実施方法等 

（２）資料の閲覧 

      前項⑤「従来の実施方法等」の詳細な情報は、民間競争入札に参加する予定の者から要望があった場

合、所定の手続を踏まえた上で閲覧可能とする。 

      また、民間競争入札に参加する予定の者から追加の資料（過去の事業報告書等）の開示について要望

があった場合は、機構は法令及び機密性等に問題のない範囲で適切に対応するよう努めるものとする。 

 

８．本業務実施民間事業者に使用させることができる財産に関する事項 

民間事業者は、以下の（１）、（２）に定める施設・設備を使用する際は、機構の指示に従い、適切に使

用するものとする。 

（１）使用施設 

兵庫国際交流会館 

（２）使用設備等 

①使用できる設備等については、会館及び事務所内の設備すべてとする。ただし、事務所部分のうち、

特別会議室、大学コンソーシアムひょうご神戸への貸出し室及び多目的室部分は使用することができ

ない。 

②会館の管理・運営等業務に支障を来さない範囲において、民間事業者は会館内に本業務の実施に必要

な機器・設備等を持ち込むことができるものとする。 

③前記②により民間事業者が持ち込んだ機器・設備等については、会館の本業務及び機構が実施する他

の業務に支障を来すことのないよう、適切な管理を行うこと。 

④機器・設備等を持ち込み、電気工事等の措置等が必要な場合は、機構と協議の上、実施することがで

きる。 

なお、必要な措置等を実施した場合は、施設の使用を終了又は中止した後、直ちに原状回復を行い、

機構の承認を受けなければならない。 

（３）使用目的の制限 

次に掲げる事項以外の目的に使用してはならないこと。 

①本業務の実施 

②本業務の実施に附随する業務 

（４）事務スペース等の借受 

①民間事業者は、本業務の実施及びこれに附随する業務を遂行するため、機構から一定の事務スペース

等を無償で借受けることができる。 

②民間事業者が会館に設備等を設置する経費及び設置した設備等から生じる経費（コピー代、電話代、

インターネット接続回線代等）は、民間事業者の負担とすること。 
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③民間事業者が設備等を設置した場合は、設備の使用を終了又は中止した後、直ちに原状回復を行うこ

と。 

④民間事業者の従業員が本業務の実施のために使用するパソコン等事務機器は、民間事業者が用意する

ものとし、インターネット接続回線も同様とする。 

（５）施設の使用に係る経費 

民間事業者が管理・運営等業務を実施するために使用する会館の施設及び設備については、無償で使

用することができる。 

                   

９．民間事業者が機構に報告すべき事項、秘密を適正に取扱うために必要な措置その他本業務の適正かつ確

実な実施の確保のために民間事業者が講ずべき事項 

（１）報告等について 

    ①業務計画書の作成と提出 

      民間事業者は、本業務の各業務を行うに当たり、各年度の事業開始日までに年度ごとの業務計画書を

提出し、機構に提出すること。 

    ②業務報告書の作成と提出 

      民間事業者は、本業務の各業務の履行結果を正確に記載した業務日誌、巡回日誌、月ごとの業務実施

報告書として作成する。 

      ア．民間事業者は、業務日誌及び巡回日誌を毎日作成し、業務期間中、常時閲覧できるように保管、

管理すること。 

      イ．民間事業者は、業務期間中、業務実施報告書を当月分につき、当該月の 20 日までに機構に提出す

ること。 

      ウ．民間事業者は、各事業年度終了後、毎年４月 10日（ただし、当該日が非営業日の場合には直後の

営業日とする。）までに、当該事業年度に係る本業務に関する年間業務実施報告書を機構に提出す

ること。 

エ．民間事業者は、各業務について、契約書及び本実施要項の規定に基づき、別に定める様式により、

随時、機構に報告すること。 

オ．民間事業者は、本業務を実施するに当たり、事故等が発生した場合は、迅速に対応するとともに、

速やかに機構に報告すること。 

③機構の検査・監督体制 

民間事業者からの報告を受けるに当たり、機構の検査・監督は、機構留学生事業部留学生事業計画課

留学生宿舎管理室が行い、留学生宿舎管理室長を責任者とする。 

（２）機構による調査への協力 

機構は、民間事業者による本業務の適正かつ確実な実施を確保するために必要があると認められると

きは、民間事業者に対し、本業務の状況に関し必要な報告を求め、又は民間事業者の事務所（又は業務

実施場所）に立ち入り、本業務の実施状況又は、帳簿、書類その他の物件を検査し、若しくは関係者に

質問することができる。 

立入検査をする機構職員は、検査等を行う際には、当該検査が法第 26条第１項に基づくものであるこ

とを民間事業者に明示するとともに、その身分を示す証明書を携行し、関係者に提示するものとする。 

（３）指示について 

      本業務実施期間中の機構からの連絡や指示については、本業務の監督者である機構留学生事業部留学
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生事業計画課留学生宿舎管理室が行う。 

      また、上記に加え業務の検査・監督において業務の質の低下につながる問題点を確認した場合は、そ

の場で指示を行うことができる。 

（４）秘密の保持 

      民間事業者は、本業務に関して機構が開示した情報等（公知の事実等を除く。）及び業務遂行過程で作

成した提出物等に関する情報を漏洩してはならないものとし、そのための必要な措置を講ずること。民

間事業者（その者が法人である場合にあっては、その役員）若しくはその職員その他本業務に従事して

いる者又は従事していた者は業務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。これらの者が秘

密を漏らし、又は盗用した場合には、法第 54 条により罰則の適用がある。 

（５）契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

   ①業務の開始及び中止 

ア．民間事業者は、締結された契約に定められた業務開始日に、確実に本業務を開始しなければなら

ない。 

イ．民間事業者は、やむを得ない事由により、本業務を中止しようとするときは、あらかじめ機構の

承認を受けなければならない。 

   ②公正な取扱い 

ア．民間事業者は、本業務の実施に当たって、当該施設利用者を合理的な理由なく区別してはならな

い。 

イ．民間事業者は、当該施設利用者の取扱いについて、自らが行う他の事業における利用の有無等に

より区別してはならない。 

   ③金品等の授受の禁止 

民間事業者は、本業務において金品等を受け取ること又は与えることをしてはならない。ただし、入

居者等の都合により、利用料金等を現金で徴収又は返金しなければならない場合はこの限りではない。 

    ④宣伝行為の禁止 

民間事業者は及び本業務に従事する者は、本業務の実施に当たって、自らが行う業務の宣伝を行って

はならない。ただし、一般的な会社案内資料において列挙される事業内容や受注業務の１つとして事

実のみ簡潔に記載する場合等を除く。 

民間事業者及び本業務を実施する者は、本業務の実施の事実をもって、第三者に対し誤解を与えるよ

うな行為をしてはならない。 

⑤法令の遵守 

民間事業者は、本業務を実施するに当たり適用を受ける関係法令を遵守しなければならない。 

⑥安全衛生 

民間事業者は、本業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理については、責任者を定め、関

係法令に従って行わなければならない。 

    ⑦記録・帳簿書類等 

      民間事業者は、実施年度ごとに本業務に関して作成した記録や帳簿書類を、委託事業を終了した日又

は中止した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

    ⑧権利の譲渡 

      民間事業者は、原則として契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に譲渡してはならない。 

    ⑨権利義務の帰属等 
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ア．本業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵触するときは、民間事業者は、その責

任において、必要な措置を講じなくてはならない。 

イ．民間事業者は、本業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、機構の承認を受けな

ければならない。 

ウ．委託業務の実施に伴い生じた、又は委託業務の結果により生じた印刷物等の著作権及び電子デー

タ等の所有権等の権利は、機構に属するものとする。 

⑩契約によらない自らの事業の禁止 

民間事業者は、本業務の対象施設において、機構の許可を得ることなく自ら行う事業又は機構以外の

者との契約（機構との契約に基づく事業を除く。）に基づき実施する事業を行ってはならない。 

    ⑪取得した個人情報の利用の禁止 

      民間事業者は、本業務によって取得した個人情報を、自ら行う事業又は機構以外の者との契約（本業

務を実施するために締結した他の者との契約を除く。）に基づき実施する事業に用いてはならない。 

⑫再委託の取扱い 

ア．民間事業者は、本業務の実施に当たり、その全部を一括して再委託してはならない。 

イ．民間事業者は、本業務の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合は、原則としてあら

かじめ企画書において、再委託に関する事項（再委託先の住所・名称、再委託先に委託する業務

の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先の業務履行能力並びに報告徴収その他

業務管理方法）について記載しなければならない。 

ウ．民間事業者は、契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委託に関する事項

を明らかにした上で機構の承認を受けなければならない。また、企画書で示した再委託先が変更

する場合にも、機構の承認を受けなければならない。 

エ．民間事業者は、上記イ及びウにより再委託を行う場合には再委託先から必要な報告を徴収するこ

ととする。 

オ．再委託先は、上記の（４）秘密の保持及び（５）②から⑪に掲げる事項については、民間事業者

と同様の義務を負うものとする。 

カ．民間事業者が再委託先に業務を実施させる場合は、すべて民間事業者の責任において行うものと

し、再委託先の責めに帰すべき事由については、民間事業者の責めに帰すべき事由とみなして、

民間事業者が責任を負うものとする。 

  ⑬契約内容の変更 

    民間事業者及び機構は、本業務の更なる質の向上の推進又はその他やむを得ない事由により本契約の

内容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更の理由を提出し、それぞれの相手方の承認を受ける

とともに、法第 21条の規定に基づく手続を適切に行わなければならない。 

  ⑭設備更新等の際における民間事業者の措置 

    機構は、次のいずれかに該当するときは、民間事業者にその旨を通知するとともに、民間事業者と協

議の上、契約を変更することができる。 

    ア．設備を更新、撤去又は新設するとき 

    イ．法令改正、施設の管理水準の見直し等により業務内容に変更が生じるとき 

  ⑮契約解除 

    機構は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

    ア．偽りその他不正の行為により落札者となったとき 
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    イ．法第 10条の規定により民間競争入札の参加するものに必要な資格の要件を満たさなくなったとき 

    ウ．契約に従って本業務を実施できなかったとき、又はこれを実施することができないことが明らか

になったとき 

    エ．上記ウに掲げる場合のほか、契約において定められた事項について重大な違反があったとき 

    オ．法律又は契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨げ、若しくは

忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき 

    カ．法令又は契約に基づく指示に違反したとき 

    キ．民間事業者又はその他の本業務に従事する者が、法令又は契約に違反して、本業務に関して知り

得た情報を漏らし、又は盗用したとき 

    ク．暴力団関係者を、業務を統括する者又は従業員としていることが明らかになったとき 

    ケ．暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していることが明らかになったとき 

  ⑯契約解除時の取扱い 

    ア．上記⑮に該当し、契約を解除した場合には、機構は民間事業者に対し、当該解除の日までに業務

を契約に基づき実施した期間に係る委託費を支払う。 

    イ．この場合、民間事業者は、契約金額から消費税及び地方消費税に相当する金額並びに上記アの委

託費を控除した金額の100分の10に相当する金額を違約金として機構の指定する期間内に納付し

なければならない。 

    ウ．機構は、民間事業者が前項の規定による金額を機構の指定する期日までに支払わないときは、そ

の支払期限の翌日から起算して支払のあった日までの日数に応じて、年 100 分の５の割合で計算

した金額を延滞金として納付させることができる。 

    エ．機構は、契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求をすることができる。なお、

機構から民間事業者に損害賠償を請求する場合において、原因を同じくする支払済みの違約金が

ある場合には、当該違約金は原因を同じくする損害賠償について、支払済額とみなす。 

   ⑰不可抗力免責 

民間事業者は、上記事項にかかわらず、不可抗力により本業務の全部若しくは一部の履行が遅延又は

不能となった場合は当該事項遅延又は履行不能による責任を負わないものとする。 

   ⑱契約の解釈 

     契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、民間事業者と機構が協議するものとする。 

 

10．本業務を実施するに当たり第三者に損害を加えた場合における損害賠償に関して民間事業者が負うべき

責任 

本契約を履行するに当たり、民間事業者又はその職員その他の本業務に従事する者が、故意又は過失に

より、第三者に損害を加えた場合における、当該損害に対する賠償等については、次に定めるところによ

るものとする。 

（１）機構が国家賠償法（昭和 22 年法律第 125 号）第１条第１項等に基づき当該第三者に対する賠償を行

ったときは、機構は民間事業者に対し、当該第三者に支払った損害賠償額（当該損害の発生について機

構の責めに帰すべき理由が存する場合は、機構が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）

について求償することができる。 

（２）民間事業者が民法（明治 29 年法律第 89 号）第 709 条等に基づき当該第三者に対する賠償を行った

場合であって、当該損害の発生について機構の責めに帰すべき理由が存するときは、民間事業者は機構
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に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分について

求償することができる。 

 

11．本業務の評価に関する事項 

（１）実施状況に関する調査の時期 

機構は総務大臣が行う評価の時期（平成 33 年５月を予定）を踏まえ、本業務の実施状況については、

平成 33 年３月までの状況を調査するものとする。 

（２）調査の実施方法 

機構は、民間事業者が実施した本業務の内容について、その評価が的確に実施されるように、本業務

の実施状況等の調査を行うものとする。 

（３）調査項目 

上記２．（２）本業務の実施に当たり確保されるべきサービスの質に記載されている事項ごとのその達

成状況について調査を行うものとする。 

（４）意見聴取等 

機構は、本業務の実施状況の調査を行うに当たり、民間事業者から直接意見の聴取や実施状況に関す

る資料の提供等を求めることができるものとし、民間事業者はその求めに協力しなければならない。 

（５）実施状況等の提出 

機構は、本業務の実施状況等について、（１）の評価を行うために平成 33 年４月を目途に総務大臣及

び監理委員会へ提出するものとする。 

 

12．その他本業務の実施に際し必要な事項 

（１）本業務の監督上の措置等の監理委員会への報告 

機構は、法第 26 条及び第 27 条に基づく報告徴収、立入検査、指示等を行った場合には、その都度、

措置の内容及び理由並びに結果の概要を監理委員会へ報告することとする。 

（２）機構の監督体制 

本業務に係る監督は、理事長が自ら又は補助者を命じて、立会い、指示その他の適切な方法において

行うものとする。 

本業務の実施状況に係る監督は、上記９（１）③により行うこととする。 

（３）主な民間事業者の責務等 

    ①民間事業者の責務等 

本業務に従事する者は、刑法（明治 40 年法律第 45 号）その他の罰則の適用については、法令により

公務に従事する職員とみなされる。 

②法第 54 条の規定により、本業務の実施に関し知り得た秘密を漏らし、又は盗用した者は、１年以下

の懲役又は 50 万円以下の罰金に処される。 

③法第 55 条の規定により、報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨げ、若しくは

忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者、あるいは指示に違反した

者は、30 万円以下の罰金に処される。 

④法第 56 条の規定により、法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ

の法人又は人の業務に関し、法第 55 条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又

は人に対して同条の刑が科される。 
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⑤会計検査について 

民間事業者は、業務内容が会計検査院法（昭和 22 年法律第 73 条）第 22条に該当するとき、又は同

法第 23 条第１項第７号に規定する「事務若しくは業務の受託者」に該当し、会計検査院が必要と認

めるときには、同法第 25条及び第 26 条により、会計検査院の実地の検査を受けたり、同院から直接

又は機構を通じて、資料・報告等の提出を求められたり質問を受けたりすることがある。 
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基礎点
（必須）

加点

ア．組織体制

(1) 総括責任者、担当者等従事者の業務遂行体制・責任の所在が明確になっているか。
総括責任者及び従事者等の業務内容と責任範
囲

０／５

(2) コンプライアンス体制、個人情報保護体制及び危機管理体制が構築されているか。
コンプライアンス体制、個人情報保護体制及
び危機管理体制

０／５

(3)
会館の目的、国際交流の拠点施設としての位置付けを踏まえた業務の実施方針となっている
か

業務実施方針 ０／５

ア．業務の提案

(4)
業務内容を不足なく実施することを提案しているか。
・業務仕様書２．（３）に記載された実施内容を不足なく実施する。

０／５

イ．入居者受入れ・管理・厚生補導業務に係る提案

(5) 入居者の受入れ・管理・厚生補導業務について、具体的に提案しているか。 ０／５

ア．業務実施体制

(6)
総括責任者及び担当者（警備員を含む。）の平日、土・日曜日・祝日の勤務体制が具体的に
示され、適切な配置となっているかどうか。）

０～１０

イ．総括責任者及び従事者の経歴

(7)
居室を主として学生等に生活及び居住の場として提供する施設の管理運営に係る経験、居住する留
学生と円滑にコミュニケーションを図ることができる能力等、会館の管理運営にふさわしい経験・能力
を備えた者を配置することとなっているか。

会館の管理運営にふさわしい経験・能力を備
えた者の配置

０～２０

ウ．従事者の教育計画

(8) 従事者の能力向上等について、継続した教育計画が立てられているか。 従事者に対する教育体制 ０～１０

(9)
大学等機関、ボランティア団体及び地域住民等との良好な関係を構築するための教育計画が
立てられているか

大学等機関、ボランティア団体及び地域住民
等との良好な関係構築のための教育制

０～１０

(10)
実施マニュアルを作成するなどし、業務を効率的・効果的に行うための教育計画が立てられ
ているか。

業務を効率的・効果的に行うための教育計画 ０～１０

ア．入居者の受入れ・管理・厚生補導業務の工夫に係る提案

(11)
平成28年度、29年度及び平成30年４月から７月までの平均入居率以上を確保するための空室
発生時の入居者獲得方法や会館の国際交流の中核的拠点とし機能を発揮するため新規の外国
人留学生入居者の所属大学等を増加させるための取組に工夫が見られるか。

取組の工夫の度合い ０～１０

(12)
入居者受入れ・管理・厚生補導業務の業務内容を十分理解した上で、入居者の満足度を高め
るためおもてなしの心のある取組を具体的に提案しているか。

おもてなしの心のある具体的な取組 ０～１０

(13)
入居者受入れ・管理・厚生補導業務の業務内容を十分理解した上で、ＲＡの効果的な活用等
により、入居者の満足度を高めるための工夫が見られるか。

RAの効果的な活用等 ０～１０

(14)
自主事業（ウェルカムパーティー、フェアウェルパーティー、もちつき大会、ウェルカムバ
ザー等）、春期・秋期入居者への一斉オリエンテーション、新規RAに対するオリエンテー
ション及び消防訓練の企画について、入居者の満足度を高めるための工夫が見られるか。

企画の工夫の度合い ０～１０

イ．会計業務の工夫に係る提案

(15)
会計業務の業務内容を十分理解した上で、円滑かつミスのない業務遂行のための工夫が見ら
れるか。

円滑かつミスのない業部遂行のための工夫の度
合い

０～１０

(16)
会計業務の業務内容を十分理解した上で、館費、貸出施設一時使用料金等未収者への督促並
びに未収を防ぐ工夫が見られるか。

未収者への督促並びに未収を防ぐ工夫の度合い ０～１０

ウ．施設管理業務の工夫に係る提案

(17)
施設管理業務の業務内容を十分理解した上で、施設の状態を安全、快適に保つための工夫が見られ
るか。

施設を安全、快適に保つための工夫の度合い ０～１０

(18)
平成28年度、29年度及び平成30年４月から７月までの平均稼働率以上の確保の方法や会館の国際
交流の中核的拠点としての機能を発揮するため、新規利用者獲得のための取組に工夫が見られる
か。

取り組みの工夫の度合い ０～１０

エ．渉外業務の工夫に係る提案

(19) 渉外業務の業務内容を十分理解した上で、国際交流の拠点施設としての工夫が見られるか。 渉外業務の工夫の度合い ０～１０

オ．窓口業務の工夫に係る提案

(20) 窓口業務の業務内容を十分理解した上で、国際交流の拠点施設としての工夫が見られるか。 窓口業務の工夫の度合い ０～１０

カ．その他業務実施上の工夫に係る特段の提案

(21) その他、特段の優れた提案が存在するか。 その他業務実施上の特段の工夫の度合い ０～１０

ア．継続的な質の向上のための方策

(22)
民間事業者の創意工夫を反映し、本業務の質の向上（総合的な質の向上、効率化の向上、経
費の削減等）に努める工夫が提案されているか。

本業務の質の継続的な向上に対する方策や工
夫の度合い

０～２０

ア．ワーク・ライフ・バランス等の取組

(23)

民間事業者としてワーク・ライフ・バランス等の推進に力を入れているか。以下のいずれか
の認定を受けているか。
・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定企業（えるぼし認定企
業）
・次世代法に基づく認定企業（くるみん認定・プラチナくるみん認定企業）
・若者雇用促進法に基づく認定企業（ユースエール認定企業）

認定を受けているか ０～５

ア．緊急時・非常時の対応に関する提案

(24)
トラブル時や災害等緊急時に円滑に対応し、入居者等の安否確認、施設・設備の状況につい
て速やかに確認する方策が明確に提案されているか。

緊急時・非常時の対応に係る対策の充実度 ０～１０

２５ ２０５

評価表

評価項目・評価の視点 備考得点
得点配分

評価基準

合計得点

⑤
継
続
的
な
質
の

向
上
の
方
策

⑦
そ
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他
の
事
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ー
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①
組
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②
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③
業
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実
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体
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④
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提
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本業務に関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項

　１　従来の実施に要した経費 （単位：千円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度（見込み）

兵庫国際交流会館で実施した管理・運営等業務に係る経費

常勤職員 - - -

非常勤職員 - - -

物件費 0 0 0

委託費等 42,984 42,984 42,984

計(a) 42,984 42,984 42,984

減価償却費 - - -

退職給付費用 - - -

(b) 間接部門費 - - -

(a)＋(b) 42,984 42,984 42,984

（注意事項）

１．

２．

（参考）兵庫国際交流会館に係る収入については、次のとおり （単位：千円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度（見込み）

5,512 5,250 3,815

73,826 71,426 75,600

2,129 1,734 1,916

751 645 617

46 19 0

54 55 47

251 251 381

14 9 9

82,583 79,389 82,385

（注意事項）

（参考）本機構が直接実施していた内訳は以下のとおり （単位：千円）

（※これまでの外部委託には含まれず、本機構が直接支出していたが、本契約に含まれるもの）

平成28年度 平成29年度 平成30年度（見込み）

人件費 常勤職員 1,654 1,678 1,706

非常勤職員 811 846 860

物件費 - - -

453 1,291 836

282 1,369 837

181 181 181

減価償却費 - - -

退職給付費用 59 107 84

(b) 間接部門費 33 34 34

3,473 5,506 4,538

※平成28年度は国際塾及び交流研究発表会各１回の実施で、報告書は印刷していない。

施設使用料収入

上記収入のうち、「自動販売機設置手数料収入」及び「ＰＨＳアンテナ設置料」については、本機構が設置業者と
直接契約するため、民間事業者は「自動販売機設置手数料収入」及び「ＰＨＳアンテナ設置料」の回収等業務を
実施する必要はない。

計

PHSアンテナ設置料

自動販売機設置手数料収入

コピー機収入

居室鍵代弁償金

人件費

本業務外部委託業者の報告による各費目は以下のとおり。

使用料（館費）収入

入居費収入

収入

コインランドリー収入

上記は、平成28～30年度の外部委託により実施するための業務委託に要する経費である。

参
考

値

計

人件費（運営費含）　　26,851千円
清掃業務費  8,908千円
設備点検費  6,685千円
一般管理費  540千円

参
考

値

国際交流拠点事業実施費

・国際塾（２回）

・交流研究発表会（３回）

銀行引落・コンビニ収納委託費

別紙２
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　２　従来の実施に要した人員 （単位：人）

平成28年度 平成29年度 平成30年度

兵庫国際交流会館で実施した管理・運営業務に係る人員

配置業務従事者数 4 4 4

（業務従事者に求められる知識・経験等）

（業務の繁閑の状況とその対応）

（注意事項）

（※これまでの外部委託には含まれず、本機構が直接配置していたが、本契約に含まれるもの）

平成28年度 平成29年度 平成30年度

配置業務従事者数 0.53 0.53 0.53

0.2 0.2 0.2

0.33 0.33 0.33

　３　従来の実施に要した施設及び設備

兵庫国際交流会館で実施した管理・運営業務に係る施設及び設備

・ 事務スペース 94.15㎡

・ 警備室 7.56㎡

・ 清掃員控室 10.98㎡

・ その他 別添7のとおり

（注意事項）

１．

２．

３． 前項において民間事業者が用意する設備は、機構の他の業務に支障のないものに限る。

・居室を主として学生に生活及び住居の場として提供している施設において勤務した経験
・居住する留学生と円滑にコミュニケーションを図ることができる能力（語学力等）

上記の施設及び設備については、本業務を行う範囲において無償貸与。

上記以外で本業務を行うにあたり必要なものは、民間事業者が用意する。

・上記は、平成28～30年度の本業務外部委託業者が配置した人員（警備業務、清掃業務等従事者を除く。）

ただし、土・日曜日・祝日は２名
上記は、現在の事業者が雇用している従事者である。

・２月～４月及び９月に入居・退去に伴う事務が集中する。
・入居率、月別入居状況及び国・地域別入居者数については、別添１、別添2及び別添3のとおり

うち常勤職員

うち非常勤職員

・非常勤職員は常勤職員同様フルタイム勤務
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　４　従来の実施における目的の達成の程度

目標・計画 実績 目標・計画 実績 目標・計画 実績

兵庫国際交流会館で実施した管理・運営業務に係る目的の達成の程度

80.0% 99.7% 80.0% 99.3% 80.0% 実施前
(150/151) (160/162)

- 88.50% - 89.20% - 89.20%

- 62.33% - 59.73% - 59.63%

（注意事項）

１．

２． 平成30年度の入居率及び貸出施設稼働率については、４月から７月までの４か月の平均値である。

　５　従来の実施方法等

従来の実施方法（業務フロー図等）

（事業の目的を達成する観点から重視している事項）

（注意事項）

アンケート調査で入居施設利用者の80％以上から肯定的な評価を得ることを数値目標としている。

第３期中期目標・中期計画期間においては、満足度に関するアンケート調査を行い質問項目に対し80％以上の回答者から
「満足」、「やや満足」の回答を得ることを目標としていた。

平成28年度 平成29年度 平成30年度

入居者満足度
（満足回答数/全回答数）

入居率

貸出施設稼働率

○外部委託業者

○機構

○大学等

○貸出施設利用者

1-1入居募集

1-2入居申請

1-3入居許可

1-4入居者情報伝達

1-5居室の決定

1-6受入れ準備

2-1利用申込み

1-8
・入居者受入れ・管

理・厚生補導業務

・会計業務

・施設管理業務

・渉外業務

2-2申込書転送

2-3利用承認通知

2-4通知書手交

2-5備品貸出

○入居者

○機構

○外部委託業者 ○貸出施設利用者

2-1請求書送付

2-2請求書手交1-1銀行口座登録

○徴収代行業者
1-2引落データ入力

1-3コンビニ収納用紙発行

業務委託契約

1-4引落データ送信

1-5徴収料金の送金

入居及び貸
出施設関係

料金徴収関係
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兵庫国際交流会館入居率
単位：％

居室数 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 平均

平成28年度 195 80.5 84.1 87.2 89.2 85.1 90.8 89.7 89.7 94.4 92.3 91.3 87.2 88.5

平成29年度 195 79.5 81.5 84.6 85.1 86.7 85.1 94.9 96.9 96.4 95.9 92.8 90.8 89.2

平成30年度 195 86.7 89.7 89.7 90.8 89.2

※1 毎月10日現在の数
※2 居室数は、197室から身障者用等（2室）を除いた195室を居室数の母数とした。 89.0

別添２－１
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○ 月別入退去状況
（単位：人）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

前月10日

148 157 164 170 174 166 177 175 175 184 180 178 -

入居者数

52 8 7 8 5 19 29 0 10 7 1 2 148

退去者数

43 1 1 4 13 8 31 0 1 11 3 10 126

当月10日

157 164 170 174 166 177 175 175 184 180 178 170 -

170 155 159 165 166 169 166 185 189 188 187 181 -

37 8 6 4 12 6 45 4 5 3 4 7 141

52 4 0 3 9 9 26 0 6 4 10 11 134

155 159 165 166 169 166 185 189 188 187 181 177 -

177 169 175 175 -

36 6 4 5 51

44 0 4 3 51

169 175 175 177 -

（注）１．各月の入居者数及び退去者数は、前月11日から当月10日までの人数。

退去者数

当月10日

30年度

29年度

退去者数

当月10日

前月10日

入居者数

28年度

区分

前月10日

入居者数

別添２－２
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○ 国・地域別入居者数
（単位：人）

3 4

3

1 1

1

1 1

2 2

1

1 1 1

1 1 2

5 5 4

2

2 1

1 1

1

2 3 6

1

2 4 3

1

1

1

1

1 1

1

1 1

1 1 4

1 4 1

1 1

1

1

1 1

4 3

1

1

6 3 3

1 2 3

2 1

1

1 1

1 1

1

3 3

1 1

2 2

2 2

2

1 3

10 5 7

1 1

（注）計上数字は、各年度の6月10日現在の人数。

ア フ ガ ニ ス タ ン

ド ミ ニ カ 国

マ ラ ウ イ

ウ ガ ン ダ

コートジボワール

デ ン マ ー ク

エ チ オ ピ ア

ガ ー ナ

カ メ ル ー ン

イ ン ド ネ シ ア

3ベ ト ナ ム

ブ ル キ ナ フ ァ ソ

ル ワ ン ダ

3

オ ー ス ト ラ リ ア

モ ン ゴ ル

1

ミ ャ ン マ ー

マ レ ー シ ア

ガ ン ビ ア

カ ン ボ ジ ア

175計

13 13 13日 本

170 165

4

9

1

1

1

6

1

32

13 12韓 国

515 11

9

台 湾

イ ン ド

平成29年度 平成30年度区 分

71 63 55中 国

平成28年度

ケ ニ ア

シ リ ア

ジ ン バ ブ エ

セ ネ ガ ル

チ ュ ニ ジ ア

ザ ン ビ ア

ジ ブ チ

シ ン ガ ポ ー ル

ス リ ラ ン カ

タ ン ザ ニ ア

ウ ル グ ア イ

エ ク ア ド ル

エ ジ プ ト

カ ナ ダ

ブ ラ ジ ル

3ド イ ツ

ア メ リ カ

ア ル ゼ ン チ ン

イ ラ ン

ウズ ベキス タ ン

ア ル ジ ェ リ ア

ア ル メ ニ ア

キ ル ギ ス

ナ イ ジ ェ リ ア

ネ パ ー ル

レ バ ノ ン

ベ ル ギ ー

ラ オ ス

マ ダ ガ ス カ ル

南 ア フ リ カ

南 ス ー ダ ン

モ ザ ン ビ ー ク

ボ ツ ワ ナ

マ リ

バ ン グ ラ デ シュ

フ ィ リ ピ ン

パ キ ス タ ン

フ ラ ン ス

モ ロ ッ コ

ト ー ゴ

別添２－３
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入居者の所属機関

No． 所属大学／機関 のべ申請者数 No． 所属大学／機関 のべ申請者数 No． 所属大学／機関 のべ申請者数

1 関西学院大学 22 1 芦屋大学 1 1 芦屋大学 1
2 関西国際大学 6 2 関西学院大学 20 2 関西学院大学 9
3 甲南大学 10 3 関西国際大学 6 3 関西国際大学 2
4 神戸YMCA学院専門学校 25 4 甲南大学 21 4 甲南大学 13
5 神戸学院大学 5 5 神戸YMCA学院専門学校 6 5 神戸YMCA学院専門学校 3
6 神戸国際ビジネスカレッジ 1 6 神戸学院大学 12 6 神戸学院大学 11
7 神戸国際大学 4 7 神戸国際ビジネスカレッジ 1 7 神戸国際大学 2
8 神戸山手大学 4 8 神戸国際大学 2 8 神戸山手大学 1
9 神戸市外国語大学 5 9 神戸山手大学 6 9 神戸市外国語大学 2
10 神戸情報大学院大学 42 10 神戸市外国語大学 3 10 神戸情報大学院大学 45
11 神戸大学 81 11 神戸情報大学院大学 70 11 神戸大学 98
12 神戸電子専門学校 1 12 神戸大学 122 12 神戸電子専門学校 2
13 神戸薬科大学 1 13 神戸大学 1 13 兵庫県立大学 4
14 東京国際ビジネスカレッジ神戸校 4 14 神戸電子専門学校 3 総計 193
15 兵庫教育大学 1 15 東京国際ビジネスカレッジ神戸校 3
16 兵庫県立大学 15 16 兵庫教育大学 1
17 流通科学大学 1 17 兵庫県立大学 7

総計 228 総計 285

平成28年度 平成29年度
平成30年度

（8月入居まで）

別添２－４
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兵庫国際交流会館貸出施設稼働率

営業日数 稼働日数 稼働率 営業日数 稼働日数 稼働率 営業日数 稼働日数 稼働率

多目的ホール 365 85 23.29% 365 83 22.73% 122 26 21.31%

研修室１ 365 205 56.16% 365 194 53.15% 122 73 59.84%

研修室２ 365 328 89.86% 365 299 81.92% 122 100 81.97%

研修室３ 365 292 80.00% 365 296 81.10% 122 92 75.41%

全施設平均 62.33% 59.73% 59.63%

（うち有料利用） 25.15% 21.42% 19.72%

（うち無料利用） 37.18% 38.31% 39.91%

平成28年度 平成29年度
平成30年度
（4～７月）

別添２－５
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兵庫国際交流会館貸出施設外部利用者（有料）（平成28年4月～平成30年6月）

1 株式会社ウェイズ

2 メサイアを歌い続ける会

3 カンボジア留学生会

4 イビデングリーンテック株式会社

5 PPI－Kobe（インドネシア留学生協会神戸）

6 フドゥウ協会

7 個人１

8 Lao Student Association

9 コミュニカ学院

10 東神戸トーストマスターズクラブ

11 一般社団法人大学コンソーシアムひょうご神戸

12 神鋼物流株式会社

13 コベルコパテントサービス株式会社

14 個人２

15 株式会社ロジックアンドサプライズ

16 一般社団法人NARMAIモンゴル（モンゴル語・文化教室）

17 個人３

18 セアプロジェクト

19 神戸地区中国人留学生学友会

20 神鋼不動産株式会社

21 一般社団法人兵庫県音楽療法士会

22 コベルコシステム株式会社

23 神鋼不動産ジークレフサービス株式会社

24 個人４

25 一般社団法人言語交流研究所（ヒッポファミリークラブ）

26 株式会社エコー

27 個人５

28 神戸ナマナクラブ

29 神鋼興産建設株式会社

30 個人６

31 個人７

32 国立大学法人神戸大学（医学部附属病院）

33 株式会社日昌

34 育英友の会

35 個人８

36 株式会社アイラーニング

37 帝塚山中学校

38 公益財団法人兵庫県国際交流協会

39 Malaysian Students' Association in Japan

40 医療法人社団たかはしクリニック

41 株式会社神鋼環境ソリュ―ション

42 株式会社ディーコム

43 個人９

44 コベルコビジネスサポート株式会社

45 人間文化研究機構国立民族学博物館

46 公益財団婦人日本財団学生ボランティアセンター

47 個人１０

48 個人１１

49 株式会社ウイン

50 ITC神戸クラブ

51 神戸男声合唱団

52 兵庫県高等学校教育研究会

53 独立行政法人国際協力機構

54 個人１２

55 個人１３

56 ビジネス日本語教育研究会

57 TROPANG KANSAI （在阪フィリピン団体）

58 神戸YMCA学院専門学校

59 神戸YMCA（ファミリーウェルネスセンター）

60 インドネシアコミュニティ（在阪インドネシア団体）

61 Kｈmer Student Association in Kansai

62 セルヴァ灘駅前フォーシーズン管理組合

63 郭公神戸句会

64 神鋼不動産ビルマネジメントサービス株式会社

65 神戸製鋼所健康保険組合

66 個人１４

67 個人１５

68 王子FC

69 吉田アーデント病院

70 木南会（神戸大学建築系同窓会）

71 マレーシア大使館

72 個人１６

73 NPOアジアの新しい風

74 全国特定法面保護協会近畿支部

75 神鋼環境ソリューション株式会社

76 姫路獨協大学

77 神戸大学留学生学友会

78 株式会社神鋼不動産ジークレフサービス

79 ミュージックスタジオ美佐

80 神鋼ＥＮ＆Ｍサービス株式会社

81 神戸野田高等学校

82 岡山県帰国者友の会

83 神戸瀬利覚会

84 (公財)神戸YMCA（ファミリーウェルネスセンター）

85 新神戸岳風会

86 西鉄旅行株式会社

87 Kobe Viet （在神ベトナム団体）

88 関西国際大学

89 特定非営利活動法人国連UNHCR協会

90 個人１７

別添２－６
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使用場所 使用設備 数量

集中管理システム一式・監視カメラ用モニター画面付 1

電話機 4

居室用内線電話 1

事務机 6

キャビネット（80×45×108） 5

 物品棚（トレー型書類入れ等各種） 7

椅子 6

金庫 1

冷蔵庫 1

ホワイトボード（たて看板等） 4

電子レンジ 1

会議用スピーカー 3

重量計測器 1

AED 1

ステンレス製ゴミ箱一式 1

打ち合わせスペース（机3、いす10） 一式

その他消耗品、軽微な備品類、貸出物件 一式

サーバー　NAS 200d 1

バッテリー（無停電装置） CS500 1 ※

PC  IBM一式 1

プリンター　CANON LBP5700 2

テーブル（60×45×30） 1

電話機 1

キャビネット（大）（85×180×30） 1

キャビネット（小）（60×80×30） 1

冷蔵庫 1

押入れ（天袋付）（120×185×85） 1

ロッカー4人用　（90×180×53） 2
長机（45×180×32） 2
流し台（水道付） 1

散水ホース（20ｍ） 1

（注）網掛けとなっている設備(※）は現事業者持ち込み分。

業務実施に係る施設及び設備

事務室

警備室（仮眠室）

清掃員控室

別添２－７
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別紙３ 

独立行政法人日本学生支援機構  

兵庫国際交流会館管理・運営等業務 企画書 

平成  年  月  日 

（日付は本企画書提出日を記入してください。） 

提出者名  U   社印 
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（別添様式３－１） 

①組織体制等

ア. 組織体制

評価項目(1)：総括責任者及び従事者の業務遂行体制・責任の所在が明確になっているか。 

（必須 0/5） 

 本業務を実施するための組織体制について、総括責任者及び従事者等の業務内容と責任範囲並び

人員配置計画、勤務時間及び指揮系統等も勘案の上、具体的に記載してください。また、機構への

連絡体制についても記載してください。必要に応じ図表等を用いても差し支えありません。 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－２） 

①組織体制等 

ア. 組織体制 

評価項目(2)：コンプライアンス体制、個人情報保護体制及び危機管理体制が構築されているか。 

（必須 0/5） 

 組織のコンプライアンス体制、個人情報保護体制及び危機管理体制並びに本業務での体制につい

て記載してください。必要に応じ図表等を用いても差し支えありません。 

 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－３） 

①組織体制等

イ.業務実施の方針等

評価項目(3)：会館の目的、国際交流の拠点施設としての位置付けを踏まえた業務の実施方針となっ

ているか。（必須 0/5） 

 会館の目的、国際交流の拠点施設としての位置付けを踏まえ、業務実施方針等について記載して

ください。 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－４） 

②業務全般に係る提案

ア. 業務の提案

評価項目(4)：業務内容を不足なく実施することを提案しているか。 

（必須 0/5） 

業務内容について、不足なく実現できる場合は、□にチェック（∨）してください。（チェックな

き場合は、実現不可能とみなし０点となります。） 

□ 業務仕様書２．（３）に記載された実施内容を不足なく実施する。

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－５） 

②業務全般に係る提案

イ.入居者受入れ・管理・厚生補導業務に係る提案

評価項目(5)：入居者受入れ・管理・厚生補導業務について、具体的に提案しているか。 

（必須 0/5） 

 外国人留学生等入居者受入れ・管理・厚生補導業務について、具体的な業務実施内容等について

記載してください。 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－６） 

③業務実施体制 

ア．業務実施体制 

評価項目(6)：総括責任者及び担当者（警備員を含む。）の平日、土・日曜日・祝日の勤務体制が具

体的に示され、適切な配置となっているかどうか。 

（加点 0～10） 

 勤務体制（シフト勤務を含む）、英語力を有する者等担当者勤務日等を具体的に記載してください。 

 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－７） 

③業務実施体制 

イ．総括責任者及び従事者の経歴 

評価項目(7)：居室を主として学生等に生活及び居住の場として提供する施設の管理運営に係る経

験、居住する留学生と円滑にコミュニケーションを図ることができる能力等、会館の管

理運営にふさわしい経験・能力を備えた者を配置することとなっているか。（加点 0～20） 

 本業務で配置を予定している人員について、昼間・夜間の常駐者に限らず全て記載してください。 

【注１】本業務を受託した際には、総括責任者、各業務における従事者は、やむを得ない場合を除き、

企画書提出後の変更は認めないものとし、やむを得ない場合においては、入札時における審査

の公平性の確保及び契約の適正な履行の観点から、ここに記載した経験・能力と同等若しくは、

それ以上の経験・能力を書面により証明した上で変更が認められることを承知した上で記載し

てください。 

【注２】配置予定者が再委託先の者である場合には、「法人等名」に記載する法人等の名称の後に「（再

委託先）」と記載してください。 

【注３】配置予定者等が、本業務における他の担当業務を兼務する場合には、「他の担当業務」の欄

に兼務する業務名を記載してください。 

１．総括責任者 

 

配置予定 

総括責任者 

 

 

 

法人等名  

氏    名  役職名  年齢 歳 

資    格  

業務経歴 

 

 

 

他の担当業務  

２．従事者 

配置予定  

従事者 

 

担当業務 

（     ） 

法人等名  

氏    名  役職名  年齢 歳 

資    格  

業務経歴 

 

 

 

他の担当業務  

配置予定 

従事者 

 

担当業務 

(     ) 

法人等名  

氏    名  役職名  年齢 歳 

資    格  

業務経歴 

 

 

 

 

他の担当業務  
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配置予定 

従事者 

 

担当業務 

(     ) 

法人等名  

氏    名  役職名  年齢 歳 

資    格  

業務経歴 

 

 

 

 

他の担当業務  

配置予定 

従事者 

 

担当業務 

(     ) 

法人等名  

氏    名  役職名  年齢 歳 

資    格  

業務経歴 

 

 

 

 

他の担当業務  

配置予定 

従事者 

 

担当業務 

(     ) 

法人等名  

氏    名  役職名  年齢 歳 

資    格  

業務経歴 

 

 

 

 

他の担当業務  

３．施設管理業務に記載する以下業務の資格所持配置予定者 

配置予定 

有資格者 

 

担当業務 

(廃棄物処理 

業務) 

法人等名  

氏    名  役職名  年齢 歳 

資    格  

業務経歴 

 

 

 

 

他の担当業務  

配置予定 

有資格者 

 

担当業務 

(警備業務) 

法人等名  

氏    名  役職名  年齢 歳 

資    格  

業務経歴 

 

 

 

 

他の担当業務  
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配置予定 

有資格者 

 

担当業務 

(防災設備機器

保守点検業務) 

法人等名  

氏    名  役職名  年齢 歳 

資    格  

業務経歴 

 

 

 

他の担当業務  

配置予定 

有資格者 

 

担当業務 

(エレベーター

保守点検業務) 

法人等名  

氏    名  役職名  年齢 歳 

資    格  

業務経歴 

 

 

 

他の担当業務  

配置予定 

有資格者 

 

担当業務 

(自家用電気工

作物保安管理

業務) 

法人等名  

氏    名  役職名  年齢 歳 

資    格  

業務経歴 

 

 

 

他の担当業務  

配置予定 

有資格者 

 

担当業務 

(受水槽清掃及

び保守管理業

務) 

法人等名  

氏    名  役職名  年齢 歳 

資    格  

業務経歴 

 

 

 

他の担当業務  

配置予定 

有資格者 

 

担当業務 

(     ) 

法人等名  

氏    名  役職名  年齢 歳 

資    格  

業務経歴 

 

 

 

他の担当業務  

 

※記入欄が不足する場合は、適宜様式を追加してください。 
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（別添様式３－８） 

③業務実施体制

ウ．従事者の教育計画

評価項目(8)：従事者の能力向上等について、継続した教育計画が立てられているか。 

（加点 0～10） 

 本業務の実施に際し予定している従事者の能力向上等についての教育計画について具体的に記載

してください。各種研修会への参加等の有無についても具体的に記載してください。 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－９） 

③業務実施体制 

ウ．従事者の教育計画 

評価項目(9)：大学等機関、ボランティア団体及び地域住民等との良好な関係を構築するための教育

計画が立てられているか。（加点 0～10） 

 本業務の実施に際し予定している従事者への教育計画の中で、大学等機関、ボランティア団体及

び地域住民等との良好な関係を構築するための取組や工夫について具体的に記載してください。 

 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－10） 

③業務実施体制 

ウ．従事者の教育計画 

評価項目(10)：実施マニュアルを作成するなどし、業務を効率的・効果的に行うための教育計画が立

てられているか。（加点 0～10） 

 本業務の実施に際し作成を予定している実施マニュアルの種類・用途・概要等について記載して

ください。 

 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－11） 

④本業務の提案 

ア. 入居者の受入れ・管理・厚生補導業務の工夫に係る提案 

評価項目（11）：平成 28年度、29年度及び平成 30年４月から７月までの平均入居率以上を確保する

ための空室発生時の入居者獲得方法や会館の国際交流の中核的拠点とし機能を発揮

するため新規の外国人留学生入居者の所属大学等を増加させるための取組に工夫が

見られるか。（加点 0～10） 

入居率を高めるため、空室発生時の入居者獲得についての取組や工夫、新規の外国人留学生の所

属大学等を増加させる取組や工夫について、具体的に記載してください。 

 

  

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－12） 

④本業務の提案

ア. 入居者受入れ・管理・厚生補導業務の工夫に係る提案

評価項目(12)：入居者受入れ・管理・厚生補導業務の業務内容を十分理解した上で、入居者の満足度

を高めるためおもてなしの心のある取組を具体的に提案しているか。（加点 0～10） 

入居者受入れ・管理・厚生補導業務の実施に当たり、入居者の満足度を高めるため、おもてなしの

心のある取組について、具体的に記載してください。 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－13） 

④本業務の提案

ア. 入居者受入れ・管理・厚生補導業務の工夫に係る提案

評価項目(13)：入居者受入れ・管理・厚生補導業務の業務内容を十分理解した上で、ＲＡの効果的な

活用等により、入居者の満足度を高めるための工夫が見られるか。（加点 0～10） 

 入居者受入れ・管理・厚生補導業務の実施に際し、入居者の満足度を高めるためＲＡをどのよう

に効果的に活用するか、また、どのようなＲＡを採用するかについて、取組や工夫について具体的

に記載してください。 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－14） 

④本業務の提案 

ア. 入居者受入れ・管理・厚生補導業務の工夫に係る提案 

評価項目（14)：自主事業（ウェルカムパーティー、フェアウェルパーティー、もちつき大会、ウェ

ルカムバザー等）、春期・秋期入居者への一斉オリエンテーション、新規 RA に対する

オリエンテーション及び消防訓練の企画について、入居者の満足度を高めるための工

夫が見られるか。（加点 0～10） 

 自主事業等の企画に当たり、入居者の満足度を高めるため、各事業ごとに、どのように実施する

かについて、取組や工夫について具体的に記載してください。 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。
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（別添様式３－15） 

④本業務の提案 

イ．会計業務の工夫に係る提案 

評価項目(15)：会計業務の業務内容を十分理解した上で、円滑かつミスのない業務遂行のための工夫

が見られるか。（加点 0～10） 

 会計業務の実施に際し、仕様書に示す業務内容を十分理解した上で、円滑かつミスのない業務遂

行のための取組や工夫について具体的に記載してください。 

 

 

 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－16） 

④本業務の提案 

イ．会計業務の工夫に係る提案 

評価項目（16）：会計業務の業務内容を十分理解した上で、館費、貸出施設一時使用料金等未収者へ

の督促並びに未収を防ぐ工夫が見られるか。（加点 0～10） 

 会計業務の実施に際し、館費、貸出施設一時使用料金等未収者への督促並びに未収を防ぐ取組や

工夫について具体的に記載してください。 

 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－17） 

④本業務の提案 

ウ．施設管理業務の工夫に係る提案 

評価項目(17)：施設管理業務の業務内容を十分理解した上で、施設の状態を安全、快適に保つための

工夫が見られるか。（加点 0～10） 

施設管理業務の実施に際し、仕様書に示す業務内容を十分理解した上で、施設の状態を安全、快

適に保つための取組や工夫について具体的に記載してください。 

 

 

 

 

 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－18） 

④本業務の提案 

ウ．施設管理業務の工夫に係る提案 

評価項目(18)：平成 28 年度、29 年度及び平成 30 年４月から７月までの平均稼働率以上の確保の方

法や会館の国際交流の中核的拠点としての機能を発揮するため、新規利用者獲得のた

めの取組に工夫が見られるか。（加点 0～10） 

貸出施設の稼働率を高めるための取組や工夫について、具体的に記載してください。 

 

 

 

 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－19） 

④本業務の提案

エ. 渉外業務の工夫に係る提案

評価項目(19)：渉外業務の業務内容を十分理解した上で、国際交流の拠点施設としての工夫が見られ

るか。（加点 0～10） 

渉外業務の実施に際し、業務内容を十分理解した上で、国際交流の拠点施設としての取組や工夫

を具体的に記載してください。 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－20） 

④本業務の提案 

オ．窓口業務の工夫に係る提案 

評価項目(20）：窓口業務の業務内容を十分理解した上で、国際交流の拠点施設としての工夫が見られ

るか。（加点 0～10） 

 窓口業務の実施に際し、業務内容を十分理解した上で、入居者及び貸出施設利用者だけではなく、

来訪者等に対し、国際交流の拠点施設としての取組や工夫について具体的に記載してください。 

 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－21） 

④本業務の提案 

カ． その他業務実施上の工夫に係る特段の提案 

評価項目(21)：その他、特段の優れた提案が存在するか。 

（加点 0～10） 

 管理運営業務全般にわたり、仕様書に示す業務内容及び水準・質を損なわない範囲で独自の取組や

工夫等の提案について具体的に記載してください。 

 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－22） 

⑤継続的な質の向上の方策

ア．継続的な質の向上のための方策

評価項目(22)：民間事業者の創意工夫を反映し、本業務の質の向上（総合的な質の向上、効率化の向

上、経費の削減等）に努める工夫が提案されているか。（加点 0～20） 

 本業務全般にわたり、本業務の継続的な質の向上のための独自の取組や工夫等の提案について具

体的に記載してください。 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－22） 

⑥ワーク・ライフ・バランス等の取組 

ア．ワーク・ライフ・バランス等の取組 

評価項目(23)：民間事業者としてワーク・ライフ・バランス等の推進に力を入れているか。以下のい

ずれかの認定を受けているか。（加点 0～5） 

 企業として認定を受けているものについて、□にチェック（∨）してください。 

□女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定企業（える

ぼし認定企業） 

□次世代法に基づく認定企業（くるみん認定・プラチナくるみん認定企業） 

□若者雇用促進法に基づく認定企業（ユースエール認定企業） 

上記□にチェックした場合、評価の対象とする認定等を証する書類（当該認定等の根拠法令に

基づき厚生労働省が定める各都道府県労働局長が発出した認定通知書等）として、次のものの

写しを提出してください。 

①女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定）に関する基準適合一般事業主認定通知書 

②次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみん認定及びプラチナくるみん認定）に関す

る基準適合一般事業主認定通知書 

③青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定（ユースエール認定）に関する基準適合事

業主認定通知書 

④女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定届 

 

 

□にチェック（∨）してください。 
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（別添様式３－23） 

⑦その他の事項

ア．緊急時・非常時の対応に関する提案

評価項目(24)：トラブル時や災害等緊急時に円滑に対応し、入居者等の安否確認、施設・設備の状況

について速やかに確認する方策が明確に提案されているか。（加点 0～10） 

 本業務の実施に際して、トラブル時や災害等緊急時に円滑に対応し、入居者等の安否確認、施設・

設備の状況について速やかに確認する方策についての取組や工夫等の提案について具体的に記載し

てください。 

複数ページ作成する場合には、必ずページを明記願います。（できる限り１ページ以内で作成願います。） 
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（別添様式３－24） 

⑧再委託に関する事項   （総合評価基準の加点対象には含まれません。）                       

再委託を行う業務及び再委託先等 

2T 本業務の実施に際し、業務の一部を再委託による実施を予定している場合は、そのすべてについて、

再委託先の名称及び所在地とともに、再委託する業務の範囲（具体的に業務範囲がわかる名称）、再

委託を行う理由（合理性・必要性があること）、再委託先の履行能力、再委託先の管理方法（報告徴

収の方法や個人情報保護の体制を含むこと）について記載してください。 

 

 

 

 

１ 

再委託を行う業務の範囲 

 

 

 

再委託先の名称と所在地 

 

 

 

再委託先の概要 

（履行能力を含む） 

 

 

再委託を行う理由 

（合理性・必要性） 

 

 

再委託先からの報告徴収

等の管理方法 

 

 

 

 

 

 

２ 

再委託を行う業務の範囲 

 

 

再委託先の名称と所在地 

 

 

再委託先の概要 

（履行能力を含む） 

 

再委託を行う理由 

（合理性・必要性） 

 

再委託先からの報告徴収

等の管理方法 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

再委託を行う業務の範囲 

 

 

再委託先の名称と所在地 

 

 

再委託先の概要 

（履行能力を含む） 

 

再委託を行う理由 

（合理性・必要性） 

 

再委託先からの報告徴収

等の管理方法 
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４ 

再委託を行う業務の範囲 

 

 

再委託先の名称と所在地 

 

 

再委託先の概要 

（履行能力を含む） 

 

再委託を行う理由 

（合理性・必要性） 

 

再委託先からの報告徴収

等の管理方法 

 

 

 

 

 

５ 

再委託を行う業務の範囲 

 

 

再委託先の名称と所在地 

 

 

再委託先の概要 

（履行能力を含む） 

 

再委託を行う理由 

（合理性・必要性） 

 

再委託先からの報告徴収

等の管理方法 

 

※記入欄が不足する場合は、適宜様式を追加してください。 
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